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主な成果のあらまし 

 

 第６６回中小企業団体全国大会は、平成２６年１０月２３日に「日比谷公会堂」（東京

都千代田区）で約２，０００名の中小企業団体の関係者の参加のもとに開催され、中小企

業及び中小企業組合等の抱える諸問題に関する下記の項目に関する決議が採択された。 

 

《Ⅰ．実感ある景気回復と中小企業・小規模事業者の持続的発展》  

１．地域活性化と一体となった中小企業対策の実行 

２．東日本大震災からの着実な復興支援の加速化 

３．東京電力福島第一原子力発電所事故の克服 

４．中小企業・小規模事業者の連携・組織化支援政策の強化 

５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充 

６．公正な競争環境の整備 

７．官公需対策の推進・強化 

 

《Ⅱ．地域を支える中小企業の活力強化》  

１．資金調達の円滑化と改訂成長戦略を具現化する金融支援の強化 

２．中小企業・小規模事業者の活性化税制の拡充 

３．商店街等及び中小小売商業の活性化支援の拡充 

４．連携による中小流通業・サービス業の生産性向上の推進 

 ５．社会保障制度の見直し 

 ６．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進 

 

 本決議について直ちに要望を行うため、大会終了後、帝国ホテルにおいて「全国中小企

業団体代表者の集い」を開催し、安倍晋三内閣総理大臣、宮沢洋一経済産業大臣、甘利明

経済再生担当大臣、高市早苗総務大臣、塩崎恭久厚生労働大臣、望月義夫環境大臣、宮下

一郎財務副大臣、あべ俊子農林水産副大臣等多数の政府・国会議員の出席の下、決議文の

要望を行った。 

さらに、大会翌日より、随時、鶴田会長が政府与党（自民党、公明党）及び民主党幹部

等と面会し大会決議を要望するとともに、政府、国会等の約２６０名に及ぶ関係者に対し

て要望を行った。 

 決議に関連する主な成果の概要は、以下のとおり。 

 

（１）地域活性化に向けた改訂日本再興戦略の迅速な実行 

地域経済の活性化等に向けて、１２月２７日、政府は「地方の好循環拡大に向けた

緊急経済対策」「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと

創生総合戦略」を閣議決定し、しごとづくりなど地方が直面する構造的な課題への実

効ある取組みを通じて地方の活性化を促進する等が決定された。 

さらに、本緊急経済対策の考え方を踏まえ、１月２９日、平成２６年度の補正予算
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が閣議決定され、「地方創生」に向けた予算措置が実現した。 

（２）地域活性法の強化 

平成２６年１１月１５日に地域再生法の一部を改正する法律が成立し、同年１２月

１５日に施行された。これにより関係府省の地域活性化関連の計画、施策のワンスト

ップ化（認定・提出手続のワンストップ化など）が図られるようになった。 

平成２７年７月７日には「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律

等の一部を改正する法律（中小企業需要創生法）」が成立し、８月１０日に施行され

た。その中の「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律」

の改正では、「ふるさと名物」の開発・販促開拓やツーリズムを推進する事業者を支

援することが盛り込まれている。 

（３）経済対策、中小企業予算 

平成２６年１２月２７日には、３．５兆円規模の「地方への好循環拡大に向けた緊

急経済対策」を閣議決定、２月４日に成立した。経済産業省関係では６，６０５億円

が計上され、そのうち中小企業対策は３，０９０億円にのぼる。度補正予算において、

中小企業・小規模事業者が設備投資や試作品開発など事業革新に取り組む費用を補助

する「ものづくり・商業・サービス革新事業」（１，０２０億円）の予算化が実現した。 

また、平成２７年度予算案は平成２７年１月１４日に閣議決定され、４月９日に成

立した。同予算案では、経済再生と財政再建を両立する予算を目指し、地方創生の観

点から、魅力あふれる「まちづくり、ひとづくり、しごとづくり」を推進する内容と

なっている。 

なお、中小企業対策費は政府全体で１，８５６億円うち経済産業省分で、１，１１

１億円となっている。 

（４）東日本大震災からの復旧・復興支援 

   東日本大震災復興経費は、平成２７年度予算の特別会計において、前年度当初予算

比７．２％増の３兆９，０８７億円計上された。「被害者健康・生活支援総合交付金」

の創設、原発事故の帰還再生加速化事業等の予算措置が実現した。 

平成２７年度予算において、福島・被災地復興の加速を目指すものとして、グルー

プ補助金をはじめとして、１，６７５億円規模で産業・生業（なりわい）の再生を支

援するための予算が講じられている。 

なお、グループ補助金については、水産加工業、製造業、小売流通業、観光業等、

地域の復興のリード役となり得る中小企業等グループ（６０５グループ）の施設・設

備の復旧に対し、国費、県費合わせて４，４５４億円の交付決定が行われた。 

（５）小規模企業の持続的発展に向けた支援強化 

平成２６年６月２７日施行の「小規模企業振興基本法」第１３条で定められた「小

規模企業振興基本計画」（５カ年計画）が、平成２６年１０月３日に閣議決定された。 

この基本計画において、小規模企業の振興に関し、政府が総合的かつ計画的に講ず

べき施策（１０の重点施策）の一つとして「支援体制の整備」が掲げられており、こ

の中で「地域の小規模企業が他の事業者との連携・組織化を進める上で、組合が果た

す役割は大きく、中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会は、小規模企業の課題
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に応じた多様な組合活動を支援していくことが求められる。」とされている。    

（６）中小企業金融対策 

平成２６年度補正予算では、中小企業・小規模事業者の資金繰り・事業再生支援と

して１，３８０億円、平成２７年度予算では、２４３億円を計上し、きめ細かな資金

繰り支援を行うこととしている。 

また、「東日本大震災復興緊急保証」及び「災害関係保証」については、適用期限

を平成２８年３月３１日まで延長する政令がそれぞれ、３月２４日、３月２７日に閣

議決定された。 

５月２０日には「株式会社商工組合中央金庫法及び中小企業信用保険法の一部を改

正する法律」が成立し、民間金融機関が危機対応業務を担えるようになるまでは、そ

の機能と組織を現行どおり維持することとされた。 

商工中金及び日本政策金融公庫が実施している原材料・エネルギーコスト高などの

影響を受けて資金繰りに困難を来たす中小企業者等に対するセーフティネット貸付に

ついても維持・拡充が図られた。 

（７）中小企業・小規模事業者の活性化税制 

法人事業税の外形標準課税の中小企業への適用阻止をはじめ、中小企業の欠損金繰

越控除の利用制限、中小法人向け租税特別措置についての所得による利用制限及び留

保金課税の中小企業への適用の拡大は行われず、中小企業税制の維持が図られた。 

また、事業承継税制、グリーン投資減税及び研究開発税制等の拡充や適用期限の延

長などの改正が行われた。 

（８）社会保障制度の見直し 

      平成２７年度の協会けんぽの平均保険料率は、平成２６年度に引き続き１０％に据

え置かれることとなった。 

激変緩和率については、激変緩和率の拡大に関する長期の計画を踏まえ、政令の規

定に従い拡大しつつも、最高保険料率の変動ができる限り最小限とされた。 

（９）下請法の厳格な運用 

円安による原材料･エネルギーコスト高が中小企業･小規模事業者の収益を圧迫して

いることから、政府は、産業界に対する適正な価格転嫁の要請や価格転嫁状況につい

ての調査を行った。 

平成２５年度の下請法に基づく指導件数は４，９４９件に対して、平成２６年度は

５，４６１件と過去最多を５年連続して更新を続けている。平成２７年度予算では、

「消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業」等の予算措置が実現した。 

（10）官公需対策 

国等は、平成２７年度における国等の契約のうち、官公需予算総額に占める中小企

業・小規模事業者向け契約の目標金額を約３兆９，５６８億円、目標比率を５４．７％

とすることを閣議決定した。 

また、継続的に行ってきた官公需適格組合における組合員企業からの監理技術者の

在籍出向について、５月１９日、国土交通省の建設産業活性化会議において条件付で

認める方向性が示された。 
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（11）商店街及び中小小売商業活性化支援 

内需喚起のための商品券発行が実現した。また、外国人旅行者向けの免税制度を活

用しやすくするため、平成２７年４月より、商店街や共同店舗等が第三者に免税手続

を委託すること及び委託を前提とした免税許可申請の簡易化が実施された。 

（12）中小流通業・サービス業振興対策 

高速道路の各種割引制度は、大口・多頻度割引の最大割引率を４０％から５０％に

拡充する措置を平成２８年３月末まで延長されることとなった。    

また、平成２６年度補正予算において、新しい商品・サービスの開発や業務プロセ

スの改善、新しい販売方法の導入など、中小商業・サービス業者が事業革新に取り組

む費用を補助する「ものづくり・商業・サービス革新事業」（１，０２０億円）が予算

化された。 

（13）中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策 

   平成２７年度厚生労働省予算概算要求で、障害者に対する就労支援の推進のために

約２５７億円が計上された。 

   また、平成２６年度補正予算「地域中小企業・小規模事業者人材確保等支援事業」、

平成２７年度予算「地域中小企業・小規模事業者UIJターン人材確保等支援事業」を

全国各地で実施している。 

 さらに、外国人技能実習生の実習期間の延長（再技能実習制度の創設）、受入れ対象

業種及び受入れ人数枠の拡大について適正な見直しが行われることとなった。 
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全国大会開催日以後の主な要望活動一覧(全国中央会会長要望等) 

 

【平成２６年度】 

１０月３１日 第６６回中小企業団体全国大会決議（公明党政策要望懇談会・山口那津

男代表、石井啓一政務調査会長、斉藤鉄夫税制調査会長 他） 

１１月 ５日 第６６回中小企業団体全国大会決議（民主党中小企業政策推進議員連盟

総会・増子輝彦会長、直嶋正行元経済産業大臣 他） 

１１月１１日 第６６回中小企業団体全国大会決議（自民党中小企業・小規模事業者政

策調査会懇談会・石原伸晃会長、山口泰明会長代理、松村祥史会長代理、

後藤茂之事務総長、鈴木淳司経済産業部会長 他）  

１１月１８日 「今後の経済財政動向等についての点検会合」における消費税に関する

意見陳述（甘利明経済財政担当大臣、御法川信英財務副大臣、黒田東彦

日本銀行総裁 他） 

１１月１９日 「中小企業・小規模事業者の好循環の推進に向けて」意見陳述（経済の

好循環実現に向けた政労使会議（第３回）・安倍晋三内閣総理大臣、麻生

太郎副総理兼財務大臣、菅義偉内閣官房長官、甘利明経済財政政策担当

大臣、塩崎恭久厚生労働大臣、宮沢洋一経済産業大臣 他） 

 １１月２６日 経済産業大臣に対する要望（宮沢洋一経済産業大臣と中小企業関係団体

との懇談会） 

 １２月 ９日 「ガスシステム改革小委員会」において、中小・小規模事業者及び中小

ガス事業者の立場から意見陳述（経済産業省） 

 １２月１０日 「中小企業連携組織対策事業予算の拡充・強化」及び「商店街振興組合

指導事業への予算措置等に関する要望」（全国知事会） 

１２月１６日 「中小企業・小規模事業者の好循環の推進に向けて」意見陳述（経済の

好循環実現に向けた政労使会議（第４回）・安倍晋三内閣総理大臣、甘利

明経済財政政策担当大臣 他） 

 １２月１９日 「政策金融（商工中金）の維持・強化に対する要望」及び「外形標準課

税の中小企業への適用拡大未来永劫反対」（自民党後藤茂之税制調査会幹

事、山田美樹中小企業・小規模事業者政策調査会会長補佐、平井たくや

衆議院議員 等与党幹部議員） 

  １月 ６日 「導管部門の中立性の確保等ガスシステム改革等について」意見陳述 

        （額賀福志郎自民党電子力政策・需給問題等調査会長ほか） 

１月１９日 「商工組合中央金庫のあり方について」（宮沢経済産業大臣・北川中小企

業庁長官 他） 

２月 ４日 「商工組合中央金庫法の改正法案等について」（与党幹部議員） 

２月１０日 「補正予算等について」（石原自民党中小企業･小規模事業者政策調査会

長 他） 

３月１９日 「当面の中小企業対策について」（竹下亘復興大臣、自民党溝手顕正参議

院議員会長、北川慎介中小企業庁長官） 
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３月２４日 「当面の中小企業対策について」（自民党中川雅治参議院議院運営委員長、

磯崎仁彦参議院経済産業委員会筆頭理事） 

３月２７日 「当面の中小企業対策について」（自民党吉田博美参議院国会対策委員長） 

３月３１日 「原材料価格等コスト高問題について」（自民党中小企業・小規模事業者

政策調査会懇談会・石原伸晃会長） 

【平成２７年度】 

４月２日 「中小企業・小規模事業者の好循環の推進に向けて」意見陳述（経済の好

循環実現に向けた政労使会議（第５回）・安倍晋三内閣総理大臣、甘利明

経済財政政策担当大臣 他） 

  ４月２０日 経済産業大臣等に対する要望（宮沢洋一経済産業大臣と中小企業関係団

体との懇談会） 

  ４月２１日 中小企業施策の周知・広報について意見陳述（自民党中小企業政策実行

検討小委員会） 

  ４月２１日 「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（官公需法）

等の一部を改正する法律案（中小企業需要創生法案）」の早期成立等につ

いて意見陳述（参議院経済産業委員会） 

  ４月２２日 価格転嫁、事業承継等について（民主党中小企業政策推進議員連盟議員） 

  ６月１２日  消費税軽減税率等について（古川民主党税制調査会長 他） 

７月１６日 中小企業関係予算・税制等について（石原自民党中小企業･小規模事業者

政策調査会長） 

  ７月２７日 「郵政民営化の推進の在り方に関する意見」を提出（郵政民営化委員会） 

  ９月１１日～１６日 

 「独占禁止法審査手続に関する指針（案）」に対する供述聴取時のメモの

聴取、録音、弁護士の相談等を求める要望（自民党原田義昭競争政策調

査会会長 他） 

９月１８日 「独禁法審査手続に関する指針案について」（原田自民党競争政策調査会

長 他） 

１０月１５日 「消費税の軽減税率に対する要望」（公明党北側一雄副代表、井上義久

幹事長） 

１０月２０日 「消費税の軽減税率に対する要望」（公明党山口那津男代表） 

１０月２２日 「政策要望について」（公明党井上義久幹事長、石田祝稔政調会長、斉

藤鉄夫税制調査会長 他） 

                                                                                                  

 

 第６６回大会決議に関する成果の詳細及び各項目別の現在までの経緯等は、以下のと

おりである。
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Ⅰ．実感ある景気回復と中小企業・小規模事業者の持続的発展Ⅰ．実感ある景気回復と中小企業・小規模事業者の持続的発展Ⅰ．実感ある景気回復と中小企業・小規模事業者の持続的発展Ⅰ．実感ある景気回復と中小企業・小規模事業者の持続的発展    

１．地域活性化と一１．地域活性化と一１．地域活性化と一１．地域活性化と一体となった中小企業対策の実行体となった中小企業対策の実行体となった中小企業対策の実行体となった中小企業対策の実行 

【要望事項】 

１．実感ある景気回復・地域再生の実現 

（１）全国津々浦々の中小企業が景気回復を実感できるよう「改訂日本再興戦略」を迅速

に実行すること。特に、改訂戦略の鍵となる地域活性化については、中小企業・小規

模事業者の持続的発展と一体となった地域経済対策を講じて推進すること。 

（２）地域再生法や中小企業地域資源活用促進法を見直し、地域活性のための法律を強化

すること。特に、地域資源活用促進法については、地域のブランド化、地場産品の販

路開拓、域外需要の拡大、地域ぐるみの農商工連携、地域間の広域連携を強化した交

流人口の拡大、観光振興、地域内再投資などの観点から地域全体の活性化を図る骨太

な法改正を行うこと。 

（３）小規模企業振興基本法に規定する「基本計画」に基づく具体的施策を迅速に実施す

ること。地方公共団体やよろず支援拠点等の支援機関等との連携により、検証、改善

を通じた、中小企業・小規模事業者のイノベーション、起業・創業、連携・組織化、

持続的経営、事業承継・事業引継・廃業等、組織の発展段階に応じた支援策を強化す

ること。 

（４）すべての地方公共団体が保有するデータを公開する公共クラウドの整備・推進に当

たっては、公共データの開放が中小企業の新たなビジネスチャンスに繋がるよう中小

企業のＩＴ化を強力に支援すること。中小企業が積極的にビッグデータに基づく実態

資料を利活用しやすいよう提供すること。 

（５）海外進出した企業の利益が国内に還流されるよう知的財産の現地対応の強化を支援

するとともに、地域産業の人材等の経営力強化につながるような海外展開への支援策

を推進すること。 

また、ＴＰＰ交渉の妥結については、中小企業の利便・利益の最大化に向けた取組

みを行うこと。 

２．消費増税、人不足、エネルギー制約の克服 

（１）消費税率10％への再引上げの是非については、８％への引上げの影響、中小企業の

景況等を十分踏まえて慎重に判断すること。 

（２）消費税率10％への再引上げを行う場合には、増税前の駆け込み需要とその反動減 

  に対する十分な準備と増税負担を和らげるための内需喚起対策を講じること。 

（３）「中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業」を継続するため

の予算措置を講じること。 

（４）介護サービス業、建設業、運送業等を中心に広がる人手不足に対応するための若手

技能者等の育成や人材確保の妨げとなる規制の緩和等を図ること。 

（５）政府は、電気料金のコストを下げるため、石炭等の高効率火力発電の活用、ＬＮＧ

等の調達コストの低減、エネルギー先物市場の整備等を推進するとともに、厳正な審
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査の実施により厳格に安全確認がなされた原子力発電所については、地元住民の理解

と納得を前提に、再稼働を実現し、電気料金の抑制と電力の安定供給を図ること。 

（６）ガソリン等燃料価格上昇分の転嫁に対する新たな支援措置を講じること。 

（７）省エネ設備の導入、再生可能エネルギー等の活用など徹底した省エネ・新エネ対策

を大胆に実施すること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

 政府は、経済の好循環を引き続き回転させていくため、日本経済全体としての生産性を

向上させるべく、「稼ぐ力（＝収益力）」を強化していくこととする「経済財政運営と改

革の基本方針２０１４」（骨太の方針）と「日本再興戦略改訂２０１４」を平成２６年６

月２４日に閣議決定した。 

 平成２６年１２月２７日には、３．５兆円規模の「地方への好循環拡大に向けた緊急経

済対策」を閣議決定した。税制においても、「平成２７年度税制改正の大綱」（平成２７

年１月１４日閣議決定）において法人税率の引下げを中心とした税制措置を講じた。 

 予算面では、上記３．５兆円規模の「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に伴

う平成２６年度補正予算案が平成２７年１月９日に閣議決定され、２月４日に成立した。

経済産業省関係では６，６０５億円が計上され、そのうち中小企業対策は３，０９０億円

にのぼる。 

また、平成２７年度予算案は平成２７年１月１４日に閣議決定されたが、平成２７年度

中に成立とはならなかったため、暫定予算が成立され、４月９日に成立した。同予算案で

は、経済再生と財政再建を両立する予算を目指し、地方創生の観点から、魅力あふれる「ま

ちづくり、ひとづくり、しごとづくり」を推進する内容となっている。 

なお、中小企業対策費は政府全体で１，８５６億円うち経済産業省分で、１，１１１億

円となっている。 

 

１．実感ある景気回復・地域再生の実現 

（１）地域活性化に向けた改訂日本再興戦略の迅速な実行【実現】 

   地域経済の活性化等に向けて、１２月２７日、政府は「地方の好循環拡大に向けた

緊急経済対策」「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創

生総合戦略」を閣議決定し、しごとづくりなど地方が直面する構造的な課題への実効

ある取組みを通じて地方の活性化を促進する等が決定された。 

さらに、本緊急経済対策の考え方を踏まえ、１月２９日、平成２６年度の補正予算

が閣議決定され、「地方創生」に向けた予算措置が実現した。 

（２）地域活性法の強化【実現】 

平成２６年１１月１５日に地域再生法の一部を改正する法律が成立し、同年１２月

１５日に施行された。これにより関係府省の地域活性化関連の計画、施策のワンスト

ップ化（認定・提出手続のワンストップ化など）が図られるようになった。 

平成２７年７月７日には「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律

等の一部を改正する法律（中小企業需要創生法）」が成立し、８月１０日に施行され



 

-10- 

 

た。その中の「中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律」

の改正では、「ふるさと名物」の開発・販促開拓やツーリズムを推進する事業者を支

援することが盛り込まれている。 

（３）小規模企業振興基本計画の実行【実現】 

平成２６年度補正予算、平成２７年度予算において、小規模事業者対策の核となる 

「小規模事業支援パッケージ事業」、「小規模事業対策推進事業」を抜本強化し、基

本計画の４つの目標への対応が図られた。 

○ 小規模事業者支援パッケージ事業【平成２６年度補正２５２．２億円（前年度比

約１．７倍）】、小規模事業者対策推進事業【平成２７年度当初４６．５億円（同

約２．６倍）】 

・ ビジネスプランに基づき商工会・商工会議所と一体となって取り組む販路開拓

を支援（小規模事業者持続化補助金）。 

・ 複数事業者が連携した共同事業も支援する他、雇用増加や買物弱者対策に取り

組む事業者を重点的に支援。 

・ 物産展・商談会やアンテナショップ等、小規模事業者の既存の商圏を超えた広

域の販路開拓を支援。 

・ 地域の特色を活かした特産品開発・販路開拓や観光集客などの取組みを支援。 

・ 改正小規模支援法に基づき商工会・商工会議所が取り組む経営発達支援計画の

策定や、当該計画に基づく伴走型の事業者支援を推進。 

（４）ビックデータ利活用に向けたＩＴ化の強力な支援【実現】 

経済産業省は、分野・組織の壁を超えてデータを活用し、新たな価値を生み出すデ

ータ駆動型（ドリブン）イノベーションの創出・促進を図ることを目的に、データ駆

動型(ドリブン)イノベーション創出戦略協議会を平成２６年６月に設立し、２００社

以上の民間企業等の参加を得て、課題と対応策についての議論を踏まえ、１０月３１

日の会合で「分野・組織の壁を超えたデータ駆動型（ドリブン）イノベーションへの

挑戦」を取りまとめた。 

これに基づき、同協議会の下でワークショップを開催し、データ駆動型（ドリブン）

イノベーションの創出・促進に必要な制度や事業環境の整備、具体的な事例づくり等

に取り組んでいる。 

（５）海外展開への支援強化【実現】 

中小企業における「知的財産」の重要性を鑑み、①各国知財制度等実務情報の提供、

②知財リスクと対策の専門家からのアドバイスや外国出願費用の支援、③模倣品被害

対策、中堅・中小企業の有望知財の海外での売込みの支援するため、平成２７年度予

算として「中小企業等の海外での事業展開に応じた支援」（２５．２億円）が計上され

た。 

また、中小企業・小規模事業者の海外展開を支援するために、平成２７年度予算と

して「中小企業・小規模事業者海外展開戦略支援事業」（２５．０億円）が計上された。

具体的には、①海外専門家招聘支援、②海外展開戦略策定支援（Ｆ／Ｓ支援、ＨＰの

外国語化等）、③海外展示会出展支援、④現地支援ＰＦ等を行うものである。 
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ＴＰＰについては、平成２７年１０月に米国アトランタで開催された閣僚会議で大

筋合意に至った。世界のＧＤＰの３６．３％を占める巨大貿易圏が誕生することにな

るが、全国中央会としては、合意内容の中小企業への説明、中小企業の活用に向けた

総合的な対策等を求めている。 

 

２．消費増税、人不足、エネルギー制約の克服 

（１）消費税率の再引上げの慎重な判断【実現】 

   政府は、消費税率の８％から１０％への引上げ判断の参考とするため、「今後の経

済財政動向等についての点検会合」を１１月４日から５日間開催し、全国中央会（山

本明弘副会長）をはじめ有識者４５名から意見を聴取した。  

安倍首相は、１１月１８日、首相官邸で会見し、平成２７年１０月に予定されてい

る消費税率１０％への引上げを１年半先送りすることを表明した。これはその前日で

ある１７日に発表された今年７－９月期の国内総生産（ＧＤＰ）の速報値が成長軌道

には戻っていない状況を示した中で「消費税を引き上げることによって景気が腰折れ

てしまえば、国民生活に大きな負担をかけることになる」、「個人消費を再び押し下

げ、デフレ脱却も危うくなる」との判断のもと、附則の景気条項に基づき、「消費税

１０％への引き上げを法定通り来年１０月には行わず、１８カ月延期すべきであると

の結論に至った」と説明した。 

これを受け、延期判断の信を問うため、衆議院が解散され、その結果、第三次安倍

内閣が発足した。平成２７年度税制改正において、引上げ時期を平成２９年４月１日

に延期することとなった。 

（２）消費増税対策【実現】 

平成２６年度補正予算において、プレミアム付商品券（域内消費）、ふるさと名物

商品券・旅行券（域外消費）等地方公共団体（都道府県及び市町村）が実施する、地

域における消費喚起策やこれに直接効果を有する生活支援策に対し、国が支援する「地

域消費喚起・生活支援型交付金」が２，５００億円計上された。 

（３）ものづくり等補助金の継続【実現】 

   平成２６年度補正予算において、「ものづくり・商業・サービス革新補助金」とし

て、１，０２０億円が計上され、新たに組合等の共同体で行う設備投資事業も支援対

象として追加された。平成２７年２月１３日～５月８日の期間で実施された１次公募

では７，２５３件が採択された。その後、平成２７年６月２５日～８月８日の期間で

２次公募が行われ、５，８８１件が採択された。 

（４）人不足に対応する若手人材の育成強化【実現】 

   地域内外の若者、女性、シニア等の多様な人材から事業者が必要とする人材を発掘

し、紹介・定着までを一貫支援するとともに、複数事業者間での出向等を通じた人材

育成、ものづくり現場における中核人材やカイゼン指導者育成も支援する「中小企業・

小規模事業者人材対策事業」が予算化された（平成２６年度補正予算：６０．１億円、

平成２７年度予算：１０．０億円）。 

なお、平成２６年度補正予算により、ものづくり分野及びサービス分野等のロボッ
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ト未活用分野や、中小企業などこれまでロボットを活用したことがない主体における

ロボット導入実証が実施されることとなった。また、平成２７年度予算では、現場で

求められる機能に絞った安価かつ使いやすいロボットの開発研究が進められる。 

（５）エネルギーの安価で安定的な供給の実現【実現】 

平成２７年６月１７日、「電気事業法等の一部を改正する等の法律」が成立し、８

月１０日に施行された。同法律案は、公益事業たる電力、ガス、熱供給に関するエネ

ルギー分野の一体改革を行うため、電気事業法、ガス事業法、熱供給事業法、経済産

業省設置法等を改正し、①法的分離による送配電事業及びガス導管事業の中立性の確

保、②小売電気料金・小売ガス料金の規制の撤廃に係る措置の整備、③ガスの小売業

への参入の全面自由化、④ガス供給における需要家保護と保安の確保、⑤熱供給事業

者に対する規制の合理化及び需要家の保護、⑥電力・ガス取引監視等委員会の設立を

図る等の措置を講ずるものである。 

全国中央会では、平成２６年１２月９日開催の第１８回ガスシステム改革小委員会

に出席し、中小・小規模事業者及び中小ガス事業者の立場から、（１）中小・小規模

事業者にとって、ガスの選択の自由が実効性を持って確保され、低廉で安定的なガス

の購入が可能となるようなシステム設計を望む、（２）地方では、地方ガス事業者の

存在が大きく、供給側、需要側ともに利益を享受できるような自由化とすること、と

の意見を述べた。また、１月６日開催の自由民主党原子力政策・需給問題等小委員会

においても、同様の立場で意見を述べた。 

原子力発電の再稼働については、九州電力が、８月１１日、川内原子力発電所１号

機を、１０月１５日には２号機を再稼働させた。 

（６）燃料価格の安定【一部実現】 

   「トリガー条項」の凍結解除などの措置は実施されなかったが、昨秋以降原油価格

が値下がりし、平成２７年１０月時点で、ガソリン価格１３４円前後で推移している。 

燃料価格上昇分の価格への転嫁対策については、平成２７年２月１２日、「トラッ

ク運送業における下請・荷主適正取引推進ガイドライン」が改訂され、エネルギーコ

ストの上昇分を価格に転嫁する等の実施されることが求められる取引慣行、望ましい

取引実例等が追記された。 

また、国土交通省は、経団連等の経済団体に対し、トラック運送業における適正取

引の推進についての協力を要請した。 

（７）徹底した省エネ・新エネの推進【実現】 

平成２６年度補正予算において、地域の工場・オフィス・店舗等の省エネに役立つ

設備の導入等を支援する「地域工場・中小企業等の省エネルギー設備導入補助金」を

はじめとするエネルギー対策の予算として３，５１５億円が計上された。 

平成２７年度予算では、再生可能エネルギーの高コスト等の課題に対応し、「洋上

風力発電等技術研究開発事業」等の措置が実現した。 
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２．東日本大震災からの着実な復興支援の加速化２．東日本大震災からの着実な復興支援の加速化２．東日本大震災からの着実な復興支援の加速化２．東日本大震災からの着実な復興支援の加速化    

【要望事項】 

１．東北の再生となる地域経済開発を推進し、新たな雇用基盤を確保すること。 

２．速やかな復旧・復興工事が行えるよう、入札不調と技能者不足を解消するとともに、

発注時期の調整・平準化等を図るなど地域の中小企業の受注環境を整備すること。 

  また、復旧・復興工事が効率的に進められるよう中小企業組合等への一括発注につい

て配慮すること。 

３．中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（グループ補助金）の継続と十分な予算措置

を行うとともに次の措置を講じること。 

（１）資材価格、人件費等の高騰に配慮し、上昇分を補填する新たな支援策を措置するこ

と。 

（２）事業用地の整備に不測の日数を要することから、補助事業の更なる繰越しができる

よう柔軟な運用を図ること。 

（３）共同店舗新設や環境整備、イベント開催の事業を、既に認定を受けた商店街型グル

ープにも遡及し、適用できるようにすること。 

（４）グループ全体が取り組む復興事業計画（共同事業）の実施に関する新たな補助事業

（新商品開発、販路拡大のための助成措置）を創設すること。 

４．集団化・団地化を促進し、緊急時の備蓄等共同施設や設備設置の事前調査、専門家派

遣費用等に要する支援を継続・強化すること。 

５．社会インフラ整備とその関連事業に対象が限定されている「復興交付金制度」の対象

に、被災地の産業再生のための企業誘致や製造業の集約化を追加すること。 

６．インフラを整備する「津波復興拠点整備事業」の支援要件を緩和すること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

  東日本大震災復興経費は、平成２７年度予算の特別会計において、前年度当初予算比 

 ７．２％増の３兆９，０８７億円計上された。「被害者健康・生活支援総合交付金」の

創設、原発事故の帰還再生加速化事業等の予算措置が実現した。 

１．地域経済開発による東北再生【一部実現】 

平成２５年８月に、研究者グループが国際リニアコライダー（ＩＬＣ）の建設候補地

として「北上山地が最適」と評価する旨が発表された。 

東北誘致にむけた具体的な動きとして、平成２７年度は調査検討費として５，０００

万円の予算が計上された。 

原子力災害の被災地（避難解除区域等）においては、住民帰還やふるさとの再建を目

的とした再生可能エネルギー発電設備やこれに付帯する蓄電池等の導入に対する補助

として「再生可能エネルギー発電設備等導入支援復興対策事業」３７億円が計上され、

２１件が補助事業者として決定された。 

また、２８年度の概算要求として、事業復興型雇用支援事業（仮称）、原子力災害対

応雇用支援事業（仮称）が新規要求項目に挙げられており雇用支援、就業機会の創出へ
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の支援策の実施が見込まれる。 

 

２．復旧・復興工事に対する財政支援の継続・強化【一部実現】 

平成２７年度予算において、福島・被災地復興の加速を目指すものとして、グループ

補助金をはじめとして、１，６７５億円規模で産業・生業（なりわい）の再生を支援す

るための予算が講じられている。 

 

３．中小企業組合等共同施設等災害復旧事業（グループ補助金）の継続と十分な予算措置 

  【一部実現】 

グループ補助金については、これまで１３次にわたり、水産加工業、製造業、小売流

通業、観光業等、地域の復興のリード役となり得る中小企業等グループ（６０５グルー

プ）の施設・設備の復旧に対し、国費、県費合わせて４，４５４億円の交付決定が行わ

れた。 

平成２７年度は４００億円規模の支援が継続され、第１４次公募（平成２７年５月１

５日～６月２９日）及び避難指示区域等向け９次公募の結果、岩手県、宮城県、福島県

において３０グループが採択された。 

（１）資材価格、人件費高騰への新たな支援措置の実施 

平成２６年７月に中小企業等グループ補助金交付決定後の資材等価格の高騰によ

り建屋の復旧工事契約を結ぶことができていない事業者に対する増額措置が決定さ

れた。具体的には、交付決定後、制度上の上限となっている２回の繰越しや特別な措

置である再交付を行ったにもかかわらず、当該期間に大幅に（１割超）費用が増加し

たために、復旧工事契約を結ぶことができていない被災事業者を対象として、指定期

間中に申請を行うことで増額変更が認められることとなった。 

岩手県、宮城県、福島県において、これまで２０件の増額計画変更の承認が行われ

た。   

（２）次年度への繰越し等事業の柔軟な運用 

   事業期間についての新たな措置は講じられず、要望の実現までには至っていない。 

（３）支援対象の拡大 

   支援対象の拡大は実施されなかった。 

（４）復興事業計画に対する支援拡充 

   平成２７年度予算において執行されるグループ補助金において、従前の施設等への

復旧では事業再開や継続、売上げ回復が困難な場合には、これに代えて、新分野需要

開拓等を見据えた新たな取組みを支援することが加えられた。具体的には、「新商品

製造ラインへの転換」、「新商品・サービス開発」、「新市場開拓調査」、「生産効

率向上」、「従業員確保のための宿舎整備」等で、第１４次公募での採択団体のうち

１７グループがこの取組みによる採択であった。 

また、平成２６年７月には、被災地における新商品開発や販路開拓支援等を支援す

るため、中小企業基盤整備機構の販路専門のアドバイザーによる「被災中小企業販路

開拓支援専門チーム」が編成され、販路開拓専用の支援相談窓口を整備し、販路開拓
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専門のアドバイザーが倍増される措置が採られている。 

２８年度の概算要求においては事項要求として挙げられており、規模は未定である。 

 

４．集団化・団地化への支援【一部実現】 

被災地の経済を立て直していくためには、土地の有効活用と地域の実状に合った集団

化、団地化の促進が必要であるが、東日本大震災で特に大きな被害を受けた津波浸水地

域（青森県、岩手県、宮城県、福島県、茨城県）及び原子力災害により甚大な被害を受

けた警戒区域等厳しい環境が続いている。 

避難指定が解除された地域をはじめとする福島県の産業復興を加速させるため、平成

２５年度に創設された「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金」は平成２

７年度においても引き続き実施され、津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助

金（製造業等立地支援事業）は、現在第５次公募が、津波・原子力災害被災地域雇用創

出企業立地補助金（商業施設等復興整備補助事業）では第３次公募が行われている。平

成２７年度予算において、３６０億円が計上された。２８年度以降の制度の継続につい

て事項要求として概算要求に挙げられている。 

また、被災地の本格的な事業再建・再開を推進していくための事前調査や地域に精通

した専門家による支援については、中小企業基盤整備機構により事業再建やまちづくり

計画の作成等の復興に関する様々な課題解決を支援するために各種専門家を無料で派

遣する「震災復興支援アドバイザー制度」が設けられ、引き続き継続した支援が実施さ

れている。 

 

５．「復興交付金制度」の対象拡大【一部実現】 

平成２５年３月に示された「復興交付金の運用の柔軟化」を踏まえ、平成２６年１１

月２５日に「復興のステージの進展に応じた復興交付金の活用促進の方針」が公表され、

今後の復興の仕上げを見据えた被災地の取組みへの弾力的な支援が行われることとな

った。 

具体的には、①住宅供給の本格化に伴う新たな生活の立ち上げへの機動的な支援（効

果促進事業一括配分の対象となる基幹事業に災害公営住宅整備事業を追加効果促進事

業一括配分の対象となる事業費の上限の引上げ（１億円→３億円））、②市町村による追

悼・祈念施設整備への対応、③防集移転元地を活かした地域資源活用型復興の推進（中

心市街地等にとどまらず、各地の防集移転元地による地域資源を活用した意欲的な取組

みを支援し、地域のなりわい・にぎわいの再生を推進）が決定された。 

しかしながら、企業誘致のための用地取得、工場団地・工場アパートの設置による製

造業の集団化、集約化にまで対象が拡大するまでには至っていない。 

第１２回目（平成２７年６月）の配分では９県４４市町村から提出された事業計画に

対し、事業費規模７３５億２千万円の交付可能額が通知された。 

また、平成２７年度予算においては事業費３，９３１億円、国費３，１７３億円が計

上されている。 
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６．「津波復興拠点整備事業」の要件緩和【未実現】 

地区数や範囲の要件が厳しいことから、限定的な活用にとどまっているが、現在まで

のところ、支援要件の緩和までには至っていない。 
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３．東京電力福島第一原子力発電所事故の克服３．東京電力福島第一原子力発電所事故の克服３．東京電力福島第一原子力発電所事故の克服３．東京電力福島第一原子力発電所事故の克服 

【要望事項】 

国と東京電力は、あらゆる手段を講じて一刻も早く原発事故を収束させ、中小企業が 

安心して経済活動を行えるよう最大限の支援を徹底して行うとともに、安全確保と情報公

開、風評被害及び除染・廃炉・汚染水処理については次の措置を講じること。 

（１）定期的な食品のモニタリングや健康管理を継続的に実施して、安全性を担保すると

ともに、国は、正確な情報発信と正しい知識の普及を行い、風評被害のこれ以上の拡

大を防ぎ、国内外への販路回復を強力に支援すること。 

（２）除染の着実な実行、中間貯蔵施設や最終処分場の着工を図るとともに、汚染水等に

関わる情報の迅速かつ的確な開示をし、繰り返される人為的トラブルが起きないよう

廃炉・汚染水処理を着実に実行すること。 

（３）福島復興再生特別措置法に基づく計画の早期具現化のために十分な予算措置を講じ

るとともに、生活インフラの再建、避難指示区域等の解除に伴う事業再開等に対する

柔軟な対応を行うこと。 

******************************************************************************** 

【経過】 

（１）風評被害対策の強化【一部実現】 

  平成２６年度補正予算において、原子力災害からの福島復興交付金が予算化され、原

発事故による風評被害対策事業などに活用されることとなった。 

また、風評被害対策の一環として平成２４年度から開始された「伝統的工芸品産業復

興対策支援補助金」が、平成２７年度においても公募が行われた。本補助金は、東日本

大震災等により被災した岩手・宮城・福島の伝統的工芸品の販路開拓、後継者の発掘・

育成、伝統的工芸品製造のために必要な生産設備等の整備、原材料確保、試作品製作等

に係る取組みを支援することにより、被災地域における伝統的工芸品産業の復興・振興

と地域経済の活性化に資することを目的として設置されている。 

そのほか、「風評対策強化指針（平成２７年６月追補改訂版）」に基づく施策が実施さ

れている。本指針は、東日本大震災復興加速化のための第５次提言（平成２７年５月２

９日）を踏まえつつ、復興大臣の下に関係府省庁からなるタスクフォースを平成２７年

６月４日に開催し、各府省庁の取組状況の進捗管理とともに、課題を抽出し、風評被害

対策の強化について、これまで行ってきた検討内容が反映されたものである。 

上記タスクフォースにおいては、①汚染水対策の徹底、②放射線リスクに関する正確

な情報等の国内外への浸透、③教育旅行などの誘客強化等を指示するとともに、風評対

策強化指針に基づき、関係省庁一体となった対策を引き続き行うことを確認している。    

また、本指針では、①風評の源を取り除く、②正確でわかりやすい情報提供を進め、

風評を防ぐ、③風評被害を受けた産業を支援する、の３点について強力に推進していく

こととしている。 

（２）除染対策の推進及び原子力発電所事故の完全収束【一部実現】 

政府及び東京電力は、平成２３年１２月にとりまとめた（平成２５年６月２７日改訂
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「福島第一原子力発電所１～４号機の廃止措置等に向けたロードマップ」に基づいて事

故の早期収束に向けた取組みを進めており、平成２７年８月２７日に公開された進捗状

況によると、３号機燃料交換機撤去完了等、継続的に燃料取り出しに向けて、使用済燃

料プール内のガレキ撤去作業および原子炉建屋最上階の線量低減作業を進めている。 

福島第一原子力発電所廃止措置等に向けた進捗状況は、使用済み燃料プールからの燃

料取り出し作業として、平成２６年１２月２２日に４号原子炉建屋からの燃料取り出し

が完了しており、現在１～３号機使用済燃料プール内の燃料の取り出しに向けて作業を

進めている。 

除染については、平成２７年７月３１日時点で、国直轄除染の対象となる１１市町村

の全てにおいて除染計画を策定済みで、うち、田村市、川内村、楢葉町、大熊町では除

染計画に基づく面的除染が終了しており、残る７市町村では除染の作業中である。 

  また、平成２７年８月２１日に公表された汚染状況重点調査地域における除染の進捗

状況調査（第１２回）において、学校・保育園、公園等の子どもの生活環境に関連する

施設から優先的に進めており、学校・保育園等、公園・スポーツ施設、住宅がほぼ終了

している。また、道路の約９割が終了するなど、順調に進捗している、と記されている。

具体的には、５８市町村のうち、１９市町村において除染等の措置が完了し、２８市町

村において、概ね完了した。これ以外の１１市町村については、平成２７年７月以降も

除染等の措置を実施する予定となっているが、除染実施計画における除染等の措置の完

了時期は平成２７年度または２８年度である、となっている。 

（３）福島復興再生特別措置法に基づく計画の早期具現化のため十分な予算措置【一部実

現】 

平成２７年１月１４日に閣議決定された平成２７年度予算において、復興特別会計概

算決定額は３．９兆円が計上された。平成２６年度補正予算とともに被災地の復旧・復

興の加速化が推進される（平成２６年度補正予算とあわせ４．２兆円）。 

復興特別会計のポイントとしては、①住宅再建・復興まちづくりについては、復興の

進展（防災集団移転促進事業等の事業着手等）を踏まえて、必要な予算を確保、②産業・

生業（なりわい）の再生については、創造的な産業復興を加速するための取組を強化、

③被災者支援（健康・生活支援）については、避難の長期化や災害公営住宅への移転の

進捗に対応するため、健康・生活支援を強化、④原子力災害からの復興・再生について

は、早期帰還支援や新生活支援など、福島の再生を加速、⑤「新しい東北」の創造と経

済再生の好循環を目指して、先進的な取組の加速と被災地における横展開を推進、とな

っている。 

福島復興に向けた予算等としては、平成２６年度補正予算においては、中間貯蔵施設

等に係る交付金（１，５００億円）及び、原子力災害からの福島復興交付金（１，００

０億円）が計上され、平成２７年度予算においては、福島再生加速化交付金（１，０５

６億円）、及び福島生活環境整備・帰還再生加速事業（６８億円）等が計上されている。 

上記予算の帰還環境整備交付金等を法定化するため、福島復興再生特別措置法の改正

法が平成２７年４月２４日に可決・成立し、５月７日に施行されている。 

本改正法は、避難指示区域の見直しの完了、各地における避難指示解除の動き、復興
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ビジョンの策定・大熊町大川原地区をはじめとする復興拠点整備に向けた動き等を踏ま

え、住民の帰還促進など被災地域の復興再生を加速化する観点から、住民の生活再開の

場・地域経済の再建の拠点となる市街地の整備、被災地域の復興再生に必要なインフラ

整備を支援するための必要な制度等を創設することを目的としている。 
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４．中小企業・小規模事業者の連携・組織化支援政策の強化４．中小企業・小規模事業者の連携・組織化支援政策の強化４．中小企業・小規模事業者の連携・組織化支援政策の強化４．中小企業・小規模事業者の連携・組織化支援政策の強化    

【要望事項】 

１．小規模企業の持続的発展を図るため、連携・組織化を含めた小規模事業者の支援を強

化すること。 

（１）小規模企業施策の体系を示す「５カ年計画」の実行に向け、組合等連携組織対策の

充実・強化を図ること。 

（２）中山間地域における生活基盤の確保、地域コミュニティの維持を図るための商工業

の連携・組織化を促進すること。 

（３）個人が創業するための協働組織である企業組合制度の強化をはじめ、雇用促進を図

るための創業･起業支援策の拡充を行うこと。 

（４）小規模企業を対象とした高度化融資は、国単独支援の下で行う制度とすること。 

（５）地場産業や伝統的工芸等の職人の技能伝承への支援を強化すること。 

２．人口減少・超高齢社会を迎え、地域中小企業のニーズに応じて中小企業組合制度を見

直し、強化を図ること。 

３．防災・減災、被災からの円滑な事業再建、ＢＣＰ（事業継続計画）策定普及、廃棄物

処理等社会的な課題の解決に取り組む中小企業組合等への助成措置を強化すること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．小規模企業の持続的発展を図るため、連携・組織化を含めた小規模事業者の支援を強

化すること。 

（１）小規模企業施策の体系を示す「５カ年計画」の実行に向け、組合等連携組織対策の

充実・強化を図ること。【一部実現】 

平成２６年６月２７日施行の「小規模企業振興基本法」第１３条で定められた「小

規模企業振興基本計画」（５カ年計画）は、平成２６年１０月３日に閣議決定された。 

この基本計画において、小規模企業の振興に関し、政府が総合的かつ計画的に講ず

べき施策（１０の重点施策）の一つとして「支援体制の整備」が掲げられており、こ

の中で「地域の小規模企業が他の事業者との連携・組織化を進める上で、組合が果た

す役割は大きく、中小企業団体中央会・商店街振興組合連合会は、小規模企業の課題

に応じた多様な組合活動を支援していくことが求められる。」とされている。基本計

画に係る実施・達成状況評価の仕組みの基本的な考え方として、「国、地方公共団体、

支援機関及び小規模企業者が、それぞれの責務と役割を明確にし、相互連携・協力の

もと、ＰＤＣＡサイクルの構築と実践を通じて基本計画を実効性のあるものとし、小

規模企業振興を強力に推進する」こととなっており、中小企業政策審議会等における

議論を通じて、組合等連携組織対策の施策に関して今後更なる充実・強化を求めてい

く必要がある。 

（２）中山間地域における生活基盤の確保、地域コミュニティの維持を図るための商工業

の連携・組織化を促進すること。【一部実現】 

平成２６年度補正予算並びに平成２７年度予算において、商店街等及び中小小売商
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業の活性化に向けた各種事業が創設、維持されているものの、中山間地域における生

活基盤の確保等という観点からは、更なる支援策の充実が求められる。 

（３）個人が創業するための協働組織である企業組合制度の強化をはじめ、雇用促進を図

るための創業･起業支援策の拡充を行うこと。【一部実現】 

企業組合制度の強化について、特段の措置は講じられていない。創業・起業支援策

については、新たな需要を創造する新商品・サービスを提供する創業者に対して、店

舗借入費や設備費等の創業に要する費用の一部を支援し、また、事業承継を契機に既

存事業を廃止し、新分野に挑戦する等の第二創業に対して、人件費や設備費等（廃業

登記や法手続費用、在庫処分費等廃業コストを含む）に要する費用の一部を支援する

「創業・第二創業促進補助金」を平成２７年度予算で実施している。公募期間は、４

月１３日～５月８日まで行われ、７７５件が採択された。 

（４）小規模企業を対象とした高度化融資は、国単独支援の下で行う制度とすること。【未

実現】 

現在までに、大きな見直しや制度変更等は行われていない。平成２３年５月より実

施されている電力需給対策のための高度化事業の拡充については、平成２９年３月末

までの時限措置として引き続き行われている。 

（５）地場産業や伝統的工芸等の職人の技能伝承への支援を強化すること。【一部実現】 

「伝統的工芸品産業の振興に関する法律（以下、伝産法）」に基づき、これまでも

実施されている「伝統的工芸品産業支援補助金」の平成２７年度の公募が１月２６日

～４月３０日まで行われ、１０６件が採択された。本事業は、組合、団体及び事業者

等が実施する事業の費用の一部を国が補助することにより、伝統的工芸品産業の振興

を図ることを目的としており、昨今の生活様式の変化や安価な輸入品の増大による需

要の低迷等の課題に直面し、伝統的技術・技法の継承が危機的状況にあるとの認識の

下で実施されている。この中で、振興計画（伝産法第４条）に基づく事業として、後

継者育成事業（後継者・従事者育成事業、若年層等後継者創出育成事業）が実施され

ている。 

 

２．組合設立要件の緩和等中小企業等協同組合制度の強化【一部実現】 

第１８６回通常国会において、第４次地方分権一括法が成立し、この改正に伴い、中小

企業等協同組合法における所管行政庁について、これまで都道府県を越えない地区の組合

で国土交通大臣の所管に属する業種の一部は、国土交通大臣（運輸局長等）の認可が必要

であったが、平成２７年４月１日に道府県知事に移管された。 

全国中央会では、平成２６年度に引き続き「中小企業組合制度研究会」を開催し、組合

が有する本来的な機能の今日的な意義・役割、そのために必要なガバナンスについて関係

者と意見を交換し、①共同事業による生産性の向上、②価格転嫁力の強化、③地域人材の

確保と供給など組合の有効活用、及び組合の共同事業等の運営・管理を支える具体的なコ

ンプライアンスに必要な実施ルール等について、中小企業庁からも委員の参画を得て、議

論・検討を行っている。また、その議論・検討している中で、平成２７年１０月１日付で

定款参考例の改訂を行った。改訂された主な内容としては、①暴力団等反社会的勢力の排
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除に向けた対応が浸透していることを踏まえて組合員資格等において暴力団排除規定を導

入したこと、②平成２７年５月１日に「会社法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法

律の整備等に関する法律」が施行されたことに伴い、員外監事要件の見直し等が行われた

ことを踏まえて理事等の２親等内の親族は員外監事として認められないことを明記したこ

と、③任意で積み立てている特別積立金の取り崩しに関する柔軟化を図ったこと、等であ

る。 

 

３．防災・減災、被災からの円滑な事業再建、ＢＣＰ策定、廃棄物処理等に取り組む中小

企業組合への助成措置の強化【一部実現】 

 国では、国土強靱化基本法第１０条に基づき、国土強靱化に係る国の他の計画等の指針

となる「国土強靱化基本計画」を平成２６年６月３日に閣議決定している。この中で、国

土強靱化の推進方針（第３章）～施策分野ごとの推進方針～ において、災害廃棄物の迅速

かつ適正な処理を可能とする廃棄物処理システムの構築等が謳われている。 

また、平成２６年度補正予算において、地域経済を支える中小企業・小規模事業者にお

けるＢＣＰ（事業継続計画）の策定・運用の取組を支援するため、中小企業関係全国団体

及び業界関係団体などの全国団体に対し、事業継続力強化講習会、ＢＣＰ策定・運用ワー

クショップの開催、専門家の派遣及び団体の構成員である中小企業・小規模事業者に対す

る事業継続力の強化の指導・助言のためのツールとなる指導マニュアル等の策定に係る経

費の一部を補助する「中小企業・小規模事業者事業継続力強化支援事業」を行っている。 

 全国中央会では、組合が大規模地震等の様々な緊急時に備えた事業継続の拠点的役割が

果たせるよう、平成２４年度に「組合向けＢＣＰ策定運用ハンドブック」を作成しており、

本ハンドブックの普及の一環として平成２４～２６年度に開催した「組合ＢＣＰ普及セミ

ナー」を平成２７年度も開催する予定である。 
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５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充５．中小企業団体中央会の支援体制の強化・拡充 

【要望事項】 

１．中小企業等協同組合法に規定する中小企業団体中央会の事業を毎年度確実に遂行でき

るよう、中小企業連携組織対策推進事業を拡充・強化すること。 

国は、中小企業団体中央会の取り組む連携組織対策推進事業の予算が安定的に確保・

増額されるよう、都道府県への働きかけをさらに強化すること。 

２．組合が行う新商品・新サービスの開発、新市場開拓を効果的に行うコーディネート力

の向上を図るため、中小企業大学校等における中央会指導員及び組合関係者等の人材育

成体制を拡充すること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．中小企業連携組織対策推進事業の拡充・強化【一部実現】 

  中小企業組合の運営、事業展開を専門的に支援している中小企業団体中央会に対する

「中小企業連携組織対策事業費補助金」については、いわゆる「三位一体の改革」によ

り、平成１８年度より税源とともに都道府県に移譲され、それぞれの裁量に委ねられて

いるが、本補助金の予算措置状況については、その後平成２６年度まで継続して縮減傾

向にある。 

  全国中央会では、平成２６年１２月１０日、全国商店街振興組合連合会（全振連）と

ともに、全国知事会を訪問し、全国知事会山田啓二会長（京都府知事）宛に「中小企業

連携組織対策事業予算の拡充・強化」及び「商店街振興組合指導事業への予算措置等に

関する要望」を手渡し、都道府県中央会及び商店街振興組合に対する予算等の一層の拡

充を申し入れているものの、中小企業等連携組織を通じて中小企業の活性化に取り組む

中央会の事業費及び人件費について、十分な予算措置を講ずるには至っていない。 

１月１４日、平成２７年度予算案が閣議決定され、平成２７年度の地方財政収支の見

通しが発表された。平成２７年度の地方財政の規模は、８５兆２，７００億円と対前年

度比１兆９，１００億円、２．３％増となった。地方が地方創生に取り組みつつ、安定

的に財政運営を行うことができるよう、平成２７年度においては、地方交付税等の一般

財源総額について、地方創生のための財源等を上乗せして、平成２６年度の水準を相当

程度上回る額を確保することを基本として地方財政政策を講じることとされた。 

また、平成２７年度連携組織対策推進事業費補助金は、外国人技能実習を行う事業協

同組合等の制度運用の適正化を図る事業費について、全国で足並みを揃え、「中小企業

連携組織対策」として実施すべきと要望した結果、７億５２７万円（前年度比１億４，

９８０万円増）となっている。 

 

２．コーディネート力向上等を図るための中央会指導員等の人材育成の拡充【一部実現】 

中小企業団体中央会は、同業種・異業種の業態別に数多くの会員を傘下に抱えている

ため、中央会指導員等には、農商工連携、ものづくり、エネルギー対策、海外展開等新

たな事業に取り組むための様々な専門的知識を身に付けることが求められている。 
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これらの知識習得に当たっては、中小企業支援機関の「人づくり」の場である中小企

業大学校等で実施される外部研修機関を活用することが有効であり、平成２７年度にお

いても、中小企業大学校では、中央会指導員等のニーズに対応した研修等を実施するこ

ととしている。 

そのため、中小企業大学校等における支援人材育成のための予算措置については引き

続き要望していく必要がある。 

また、組合の新たな事業展開に当たっては、組合事務局強化が不可欠であることから、

中小企業組合士に認定された事務局専従者のスキルアップを図るための「高度専門知識

涵養研修会費（組合士スキルアップ研修費）」への予算措置は平成２６年度と同額で講

じられている。 
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６．公正な競争環境の整備６．公正な競争環境の整備６．公正な競争環境の整備６．公正な競争環境の整備 

【要望事項】 

１．不公正な取引方法に対する規制強化 

（１）独占禁止法の行政調査における事業者に対する適正手続を保障する措置を講じるこ

と。 

（２）優越的地位の濫用や不当廉売、不当表示などの違反行為に対して一層積極的かつ迅

速に対処するとともに、差別対価に関する運用指針を早急に作成し、大手スーパー・

量販店の巨大化を踏まえた適正な競争ルールを確立すること。 

（３）不公正取引の影響が顕著な業種について、新たに不当廉売や優越的地位の濫用等に

関する業種別ガイドラインを作成するとともに、制定後20年以上経過している「流通

取引慣行ガイドライン」を見直すこと。 

（４）景品表示法改正に伴い新たに設けようとしている「課徴金制度」について、課徴金

の対象を悪質な事案に限定し、不当利得を超えた課徴金を課すような制度にはしない

など、中小企業者の意見を踏まえて慎重に検討すること。 

２．下請法の厳格な運用と周知徹底 

（１）円安等による原材料費高騰分を価格転嫁できず、実質的に対等な取引ができない中

小企業の自立性が損なわれることのないよう、立入検査を含め下請代金支払遅延等防

止法を厳格に運用すること。 

（２）サプライチェーンの強靭化を図るための業種別下請ガイドラインの業種拡大と周知

徹底を図ること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．不公正な取引方法に対する規制強化 

（１）独占禁止法の行政調査における適正手続の保障【一部実現】 

公正取引委員会が事件の調査を行う手続について、他の行政手続との整合性を確保

しつつ、事件関係人が十分な防御を行うことを確保する観点から必要な検討を行うた

め、内閣府に「独占禁止法審査手続についての懇談会」が設置され、平成２６年１２

月２４日に報告書の取りまとめを行った。本報告書を受けて、平成２７年６月公正取

引委員会は「独占禁止法審査手続に関する指針」（案）を策定・公表された。同案で

は、被調査者の権利に配慮した透明性のある適正手続の確立・防御権の確保が不十分

であることから、全国中央会では、経団連、日弁連とともに自民党競争政策調査会（会

長：原田義昭衆議院議員）の席上、特に供述聴取時のメモの録取、録音、弁護士の相

談等を求める要望を述べた。 

（２）優越的地位の濫用等への厳格な対処と差別対価に関する運用指針の作成【一部実現】 

公正取引委員会は平成２７年５月２７日付で「平成２６年度における独占禁止法違

反事件の処理状況について」を公表した。その中で「中小事業者等に不当な不利益を

もたらす不公正な取引方法」として公正取引委員会が行った行政処分は以下の通りで

ある。 
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○優越的地位の濫用事件  

法的措置件数 １件（前年比±０件）（課徴金額１２億７４１６万円） 

注意件数  ４９件（前年比▲９件） 

○不当廉売事件 

 注意件数 ９８２件（前年比▲３８４件） 

（内、酒類６３５件、石油製品３２６件） 

消費者庁は、平成２７年６月１５日付で平成２６年度の景品表示法の運用状況につ

いて公表した。件数等は以下の通りである。 

○調査件数 ６４２件（前年度繰越分２０２件を含む） 

措置命令件数 ３０件（２４年度：３７件、２５年度：４５件） 

指導件数  ２９４件 

都道府県への移送 ３８件 

公正取引委員会への移送 １８件 

○相談件数 １９９９０件 

（２４年度：１７２４９件、２５年度：２０６４６件） 

なお、差別対価に関する運用指針については作成されていない。 

（３）公正な競争を確保する流通ガイドラインの作成と見直し【一部実現】 

不公正な取引による影響が顕著に見られる「醤油、味噌、豆腐等の日配品製造」「米

穀卸売」「牛乳販売」等の業種については新たにガイドラインの作成には至っていない。 

流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針（流通取引慣行ガイドライン）」につい

ては、平成３年に施行されて以来２０年以上見直しが行われてこなかったが、平成２

６年６月に閣議決定した「規制改革実施計画」でその見直しが示されたことを受けて、

平成２７年２月公正取引委員会よりガイドラインの改定案が提示され、パブコメ募集

の上、平成２７年３月３０日に改正された。 

全国中央会は、判断基準が明確化された点は評価できるとしつつも、中小企業の海

外展開に伴う取引慣行に係わる判断基準や垂直的制限行為に関する判断基準の明確化

を求める等の意見を提出した。 

なお、「セーフハーバーに関する基準や要件」等残された課題について引き続き検討

が行われている。 

（４）改正景品表示法の課徴金制度の適用基準の明確化等慎重な検討【一部実現】 

いわゆる食品表示偽装問題を契機に不当表示に係る景品表示法が改正されたが、さ

らに平成２６年の第１８７臨時国会において「違反事案に対する課徴金制度」導入を

盛り込んだ改正案が可決・成立した。施行日は公布日（平成２６年１１月２７日）か

ら１年６カ月以内とされた。 

全国中央会では「課徴金制度」の問題点等を指摘しつつ、仮に導入となった際には、

中小企業・小規模事業者への負担感が増すことのないよう、慎重に対応すべきとの意

見表明をしてきた。今後改正法の施行に向けて細かな規定等（ガイドライン）が策定

される模様であるが、内容精査の上、全国中央会としての意見提出を行う予定である。 

なお、景品表示法と同じ消費者保護のための法律である「消費者契約法」「特定商取
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引法」の見直しが消費者委員会の専門調査会で行われ、平成２７年８月に「中間取り

まとめ」及び「中間整理」が公表された。最終的な取りまとめ・報告の時期は未定で

ある。 

全国中央会としては、悪徳な事業者の排除に資する見直しに異論はないものの、一

般の事業者に過度な負荷がかかり、経済行為の支障となるような見直しには反対であ

る。今後の検討状況を注視しつつ、必要に応じて適宜意見を述べていく予定である。 

 

２．下請法の厳格な運用 

（１）立入検査を含めた下請法の厳格な運用【実現】 

円安による原材料･エネルギーコスト高が中小企業･小規模事業者の収益を圧迫して

いることから、政府は、産業界に対する適正な価格転嫁の要請や価格転嫁状況につい

ての調査を行った。 

平成２５年度の下請法に基づく指導件数は４，９４９件に対して、平成２６年度は

５，４６１件と過去最多を５年連続して更新を続けている。平成２７年度予算では、

「消費税転嫁状況監視・検査体制強化等事業」等の予算措置が実現した。 

（２）業種別ガイドラインの更なる推進【一部実現】 

 経済産業省・中小企業庁は、「業種別下請ガイドライン」を２６年度末に改訂し、ガ

イドラインに沿った取引適正化に取り組むよう業種ごとに要請を行ったが、更なる業

種拡大は行われなかった。 
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７．官公需対策の推進・強化７．官公需対策の推進・強化７．官公需対策の推進・強化７．官公需対策の推進・強化 

【要望事項】 

１．官公需対策の拡充 

（１）防災・減災等に向けた社会資本を整備するための公共調達を行い、耐震対策を含め

災害に強い地域づくりを通じた官公需対策を推進すること。 

（２）国等は、「平成26年度中小企業者に関する国等の契約の方針」で示した中小企業・

小規模事業者向けの契約目標額及び過去最高となった目標率について、執行の平準化

を図りつつ、目標を上回る契約実績を達成すること。 

（３）競り下げ方式（リバースオークション）の導入は絶対に行わないこと。 

（４）公共調達に当たっては、採算性を度外視した低価格入札が行われないようにするた

め、国等は最低制限価格制度を導入するとともに低入札価格調査制度を厳格に活用す

ることにより、適正価格での発注を行うこと。 

（５）各発注機関は、分離・分割発注の推進に努めること。 

（６）少額随意契約をにさらに活用するとともに、その適用限度額の大幅な引上げを図る

こと。 

（７）業種業態にあった資格等級（ランク制）区分を見直すとともに、これを厳格に実施

すること。 

（８）業種や品目の実態に即した契約形態を採用すること。 

（９）きめ細かな官公需相談業務を展開するため、「官公需総合相談センター」への予算

措置を講じるなど充実・強化すること。 

２．官公需適格組合の更なる活用 

（１）国及び地方公共団体は、官公需適格組合制度の周知徹底及び受注機会の増大を図る

こと。 

（２）官公需適格組合が公共性のある施設や工作物等であって一定金額以上の工事を受注

しようとする場合に必要とされる監理技術者について、組合員企業からの在籍出向を

認めること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．官公需対策の拡充 

（１）防災・減災等に向けた社会資本の整備【一部実現】 

「国土強靭化基本計画（平成２６年６月３日閣議決定）」及び「国土強靭化アクショ

ンプラン２０１４（平成２６年６月３日国土強靭化推進本部決定）」に基づき、事前に

備えるべき目標に照らして、４５の「起きてはならない最悪の事態」を回避するため

の府省庁横断的プログラム（施策のパッケージ）のうち、特に、国の役割の大きさ、

影響の大きさと緊急度の観点から、１５のプログラムについて、当面重点的に推進す

る。また、横断的分野である「リスクコミュニケーション」「老朽化対策」「研究開発」

についても、重点化プログラムと適切に連携しながら推進することとなった。 

平成２６年度補正予算において、中小企業・小規模事業者のＢＣＰ策定支援に予算
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措置（４．７億円）が講じられることとなった。 

第１８７回臨時国会において、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推

進に関する法律の一部を改正する法律が成立、施行された。これは、土砂災害から国

民の生命及び身体を保護するため、都道府県における基礎調査の結果の公表を義務づ

けるとともに、土砂警戒区域における警戒避難体制を整備する等の措置を講じること

となった。 

また、災害対策基本法の一部を改正する法律が成立、施行された。大規模地震、大

雪等の災害時における緊急通行車両の通行の妨げとなる車両その他の物件を移動する

ことが出来ることとする等の措置が講じられることとなった。 

（２）中小企業向け契約金額の大幅増額【実現】 

国等は、平成２７年度における国等の契約のうち、官公需予算総額に占める中小企

業・小規模事業者向け契約の目標金額を約３兆９，５６８億円、目標比率を５４．７％

とすることを閣議決定した。国等は、中小企業・小規模事業者及び官公需適格組合の

受注機会の増大に向けて、その目標を超えるように取り組む必要がある。 

その際、人手不足と資材高騰が著しい建設分野については、工期の平準化、会計年

度の柔軟な運用を図るなど、実態に配慮した執行を行う必要がある。 

（３）競り下げ方式の導入反対【実現】 

競り下げ方式（リバースオークション）については、今後も各府省庁ごとに試行が

継続されることとなっている。 

平成２７年８月１０日に開催された行政改革推進会議（第１８回）の配布された資

料によると、平成２６年度において、競り下げは、文部科学省１件、経済産業省５件

の計６件と行われたが、競り下げの本格的な実施は見られなかった。 

   引き続き、国等及び地方公共団体の競り下げ方式の導入には注視する必要がある。 

（４）最低制限価格制度の導入と低入札価格調査制度の積極かつ適切な活用【未実現】 

官公庁の入札に際して、過度な低価格入札があった場合、国等は会計法令上の措置

として、「低入札価格調査制度」が設けられ、ダンピング受注の排除等適正価格によ

る契約の推進のため、本制度を活用することとしているが、最低制限価格制度を導入

するには至ってない。 

平成２６年５月に「建設業法等の一部を改正する法律」が改正され、入札の際に入

札金額の内訳を提出すること等となったが、その徹底など改正法の積極的な運用によ

って、適正価格での受注の実効を図る必要がある。 

（５）分離・分割発注の推進【未実現】 

「平成２７年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」では、「物件等の発注

に当たっては、価格面、数量面、工程面等からみて、分離・分割して発注することが

経済合理性・公正性等に反しないかどうかを十分に検討した上で、可能な限り分離・

分割発注するよう努める」と謳っている。 

中小企業庁では、分離・分割発注の実績確認及び事例収集等を行っているが、実施

し官公需契約の手引にて紹介する等、好事例を国等及び地方公共団体に広く周知して

いくよう強く要請する必要がある。 
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（６）少額随意契約の活用と適用限度額の大幅引上げ【未実現】 

少額随意契約は、地域の迅速なライフラインの保全等に効果があるほか、地域経済

の活性化に繋がるため、積極的に活用する必要がある。しかしながら、原則は一般競

争入札であり、随意契約は例外という扱いになっている。 

また、適用限度額については、受注機会の増大を図る観点からも大幅に引き上げる

よう要望しているものの、更なる改善のためには、会計法令等の改正が必要であるが、

この点については現在のところ改善はみられない。 

（７）資格等級（ランク制）区分の見直し【未実現】 

   資格等級制は、大企業の中小企業分野への参入を抑え、同ランク内の中小企業及び

官公需適格組合等の中小企業組合の公平な競争を促す制度であって、官公需施策の重

要な柱の一つであるが、現在のところ、細かいランク区分の見直しは行われていな

い。 

（８）業種や品目の実態に即した契約形態の採用【一部実現】 

   平成２７年度の中小企業者に関する国等の契約の基本方針には、中小企業及び官公

需適格組合等の入札参加が困難とならないよう、納入条件等について明確にするよう

努めることとしている。 

また、知的財産権の取扱いについては書面をもって明確にするよう努めるようにな

っている。 

（９）「官公需総合相談センター」への財政支援【未実現】 

官公需相談センターは、官公需に係る仕事探しの方法や実際の発注情報の有無、入

札参加資格の取得、適格組合証明取得等、官公需に関連する中小企業者等からの相談

に対し、面談、電話、メール等により対応し、その窓口を全国中央会及び都道府県中

央会に設置している。 

きめ細かな官公需相談業務を強化するため、「官公需総合相談センター」に対する予

算措置を講じる必要があるが、実現には至っていない。 

 

２．官公需適格組合の更なる活用 

（１）官公需適格組合の受注機会の増大【一部実現】 

官公需適格組合の受注機会の増大に係る地方公共団体への周知については、官公需

対策における政府一体の取組みとして、毎年、経済産業大臣から各都道府県及び政令

指定都市の首長に対し、国等の契約の基本方針に鑑み中小企業の受注機会の増大のた

めの措置の積極的導入と各都道府県知事に対しては各市町村への周知を図る旨の要請

が行われている。 

これらに加え、平成２７年度においても経済産業大臣から直接各市町村長にまで拡

充し周知を図るとともに、官公需確保対策地方推進協議会を全国５０ヵ所で開催し、

地方の実情に即した受注機会の拡大を図るよう更なる周知徹底が図られた。 

しかし、官公需受注を取り巻く環境は、依然厳しく、最新データである平成２５年

度の中小企業・小規模事業者向け契約実績は、４兆２，７７９億円（目標額４兆１，

９０２億円）割合では５３．７％（目標割合５６．６％）となり、目標達成とならな
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かった。さらに、官公需適格組合の実績はわずか２４０億円（中小企業向け官公需発

注額の０．５６％）にとどまった。 

このため、本会では、官公需適格組合の受注機会の増大を強力に進めるため、第１

８９回通常国会で成立した中小企業需要創生法の、官公需についての中小企業者の受

注の確保に関する法律（官公需法）の一部改正法の附帯決議に、「官公需の発注に際

しては、国等は官公需適格組合制度の活用促進に努めること」を明記するよう要望活

動を行い、衆参両経済産業委員会での附帯決議に盛り込まれた。 

これを受け、平成２７年度の中小企業者に関する国等の契約の基本方針においては、

新たに組合に関する基本的事項として、中小企業組合等、官公需適格組合の受注機会

の拡大が盛り込まれた。 

今後は、新たに盛り込まれた官公需適格組合への受注機会の拡大とそれに伴う受注

実績についても注視する必要がある。 

 

（２）組合員企業からの監理技術者の在籍出向の容認【実現】 

建設工事を受注する際、直接的かつ恒常的雇用関係のある監理技術者を現場に配置

しなければならないとされているが、一定要件を満たした親子会社やグループ企業に

おいては監理技術者等の在籍出向が認められている。一方、官公需適格組合において

は、共同受注体制が整備されているにもかかわらず、在籍出向が認められていなかっ

た。 

本件については、官公需適格組合制度を所管する中小企業庁事業環境部取引課を通

じて、国土交通省土地・建設産業局建設業課に対して、継続的に要望を行ってきた。 

   国土交通省は、５月１９日に開催された建設産業活性化会議において、組合員から

の在籍出向を条件付きで認める方向性を示した。 

   条件案によると、本制度は官公需適格組合に限定し、出向元（組合員）が、建設業

許可を受け、公共工事を受注するために必要な経営事項の審査を取得していないこと、

出向の受入れは県内の組合員に限るとしている。 
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Ⅱ．地域を支える中小企業の活力強化Ⅱ．地域を支える中小企業の活力強化Ⅱ．地域を支える中小企業の活力強化Ⅱ．地域を支える中小企業の活力強化    

１．１．１．１．資金調達の円滑化と改訂成長戦略を具現化する金融支援の強化資金調達の円滑化と改訂成長戦略を具現化する金融支援の強化資金調達の円滑化と改訂成長戦略を具現化する金融支援の強化資金調達の円滑化と改訂成長戦略を具現化する金融支援の強化    

【要望事項】 

１．中小企業の資金調達の円滑化 

（１）中小企業の多様なニーズに合った各種金融支援策を継続・拡充すること。 

   特に、円安による原材料・燃料等コスト増に伴う資金繰り、震災復興の資金需要、

設備投資資金需要に万全の措置を講じること。また、小規模企業の振興発展を図るた

め、各種低利融資や、信用保証料の減免を行うこと。 

（２）金融機関によるコンサルティング機能をより一層発揮するなどの中小企業金融円滑

化法終了後の出口戦略を一過性のものとせず、特に、地域金融機関の融資企業に対す

る経営改善・生産性向上・体質強化への支援を引き続き強化すること。また、引き続

き貸付条件の変更等や円滑な資金供給に努めるよう、金融検査マニュアル及び監督指

針のもと検査、監督を徹底すること。 

（３）公的金融機関である商工中金や日本政策金融公庫の役割・機能が引き続き発揮され

るよう十分な措置を講じること。特に、商工中金は組織金融の担い手として、引き続

き十分な政策機能が発揮できるよう必要な措置を講じること。 

（４）マル経融資（小規模事業者経営改善資金融資制度）の拡充を行うこと。特に、マル

経融資の利子補給制度は、自治体単位でなく、国レベルでの利子補給制度とすること。 

（５）中小企業倒産防止共済金の貸付を受けた者に対する貸付時の共済金額の10分の１控

除の廃止等、貸付制度を見直し、共済加入者の負担を軽減すること。 

（６）小規模企業共済制度を拡充し、小規模企業の円滑な廃業支援を行うこと。 

（７）高度化融資制度を拡充し、積極活用可能な制度へと再構築を図ること。中小企業基

盤整備機構が自ら小規模事業者で組織する組合や卸商業団地及び都道府県に融資する

高度化融資制度を創設すること。また、個人保証については、「経営者保証に関する

ガイドライン」に基づき、弾力的に運用すること。返済条件、商店街組合の参加率等

の緩和等についても利用組合員への支援及び再チャレンジへの支援の観点から一層弾

力的に運用すること。 

（８）セーフティネット保証５号認定の対象業種が減少したが、多くの中小企業が未だ景

気回復の実感を得ていない状況にあり、対象を維持するとともに信用保証協会等の基

金補助金を十分確保すること。 

（９）協同組織金融機関である信用組合等の地域金融機能を今後とも堅持すること。 

（10）ゆうちょ銀行の業務拡大が、協同組織金融機関の現場や中小企業の金融の円滑化に

無用の混乱を来たさぬよう十分な配慮と必要な措置を講じること。 

２．改訂成長戦略を具現化する設備投資等金融支援 

（１）「経営者保証に関するガイドライン」を遵守し、不動産担保や人的保証に過度に依

存しない融資慣行をより一層推進するよう、国は各金融機関に対し本ガイドラインの

周知徹底を図ること。 
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（２）認定支援機関と国、自治体、専門家が連携し、中小企業の設備投資及び新事業展開

等のための新たな資金ニーズの対応について万全を期すこと。 

（３）創業・起業支援策を拡充すること。特に、日本政策金融公庫が行う創業時の計画立

案・金融支援等はその機能を継続・強化できるよう措置を講じること。また、後継者

が不採算部門から撤退し、新分野に挑戦する等の第二創業を行う際の支援策を拡充す

ること。 

（４）信用保証について、審査の弾力化、審査期間の短縮や迅速な手続き、事務の簡略化、

各種保証制度のＰＲの充実等を図ること。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．中小企業の資金調達の円滑化 

（１）各種中小支援策の継続・拡充【実現】 

「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」に伴う平成２６年度補正予算が２月

４日に成立、中小企業関係予算は３，０９０億円が計上された。また、４月９日に成

立した平成２７年度予算案では中小企業対策費として１，８５６億円が計上された。

補正予算では、中小企業・小規模事業者の資金繰り・事業再生支援として１，３８０

億円、平成２７年度予算においては、２４３億円を計上し、きめ細かな資金繰り支援

を行うこととしている。 

また、被災中小企業等の復旧・復興支援として東日本大震災による被害を受けた中

小企業・小規模事業者を対象とする「東日本大震災復興緊急保証」及び「災害関係保

証」については、適用期限を平成２８年３月３１日まで延長する政令がそれぞれ、３

月２４日、３月２７日に閣議決定された。 

（２）中小企業金融円滑化法後の出口戦略の継続【実現】 

中小企業金融円滑化法が平成２５年３月に期限切れとなっているが、中小企業が苦

境に陥ることのないよう、金融庁は総合的な対応を打ち出した。「中小企業者等に対

する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律（平成２１年法律第９６号。以

下、「円滑化法」という。）は、平成２５年３月３１日に期限を迎えましたが、金融

機関が引き続き円滑な資金供給や貸付条件の変更等に努めるべきということは、今後

も何ら変わりません。」との態度を明確にしており、金融機関に対して円滑化法終了

後も、貸付条件の変更等や円滑な資金供給に努めることを金融監査マニュアル・監督

指針に明記し検査・監督を徹底している。 

また、「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」において、条件変更を繰り返

す中小企業・小規模事業者などに対し、信用保証協会が地域金融機関と連携して経営

支援を実施するとともに、経営力強化保証等による借換保証を推進することにより、

経営支援と一体となった資金繰り支援（保証規模４兆円）が行われることとなった。 

（３）公的金融機関等の機能の維持・強化【実現】 

自民党において、「成長と安心のために必要な資金供給に関する検討ＰＴ」が設置

され、公的金融の在り方等が検討され、１月９日に「成長と安心のために必要な資金

供給に関する当面の対応（提言）」が発表された。それを受けて政府においても検討
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が進められ、１月２１日に財務省、経済産業省から、株式会社日本政策投資銀行及び

株式会社商工組合中央金庫の在り方についての方針が公表された。５月２０日には「株

式会社商工組合中央金庫法及び中小企業信用保険法の一部を改正する法律」が成立し、

民間金融機関が危機対応業務を担えるようになるまでは、その機能と組織を現行どお

り維持することとされた。 

商工中金及び日本政策金融公庫が実施している原材料・エネルギーコスト高などの

影響を受けて資金繰りに困難を来たす中小企業者等に対するセーフティネット貸付に

ついても維持・拡充が図られた。 

（４）小規模事業者経営改善資金の充実・強化【一部実現】 

平成２７年度予算では、商工会・商工会議所・都道府県商工会連合会の経営指導員

の経営指導を受けている小規模事業者に対し、日本政策金融公庫（国民生活事業）が

貸付上限２，０００万円で、無担保・無保証人・低利で融資を行うこととしている。 

さらに、一定の要件を満たした事業者が７，２００万円までの融資を受けられる小

規模事業者経営発達支援融資制度が創設された。 

しかしながら、マル経融資の利子補給（返済利息の一部補助）制度は各自治体単位

で行われているが、これを全国レベルで行う制度とし、小規模事業者にとってより広

く活用しやすいものとするべきという要望は実現していない。 

（５）倒産防止共済の貸付制度の見直し【未実現】 

貸付時に共済金額の１０分の１を控除する制度の見直しには至っていない。 

（６）小規模企業共済制度の見直し【一部実現】 

 平成２７年８月２１日、「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律等の

一部を改正する法律（承継円滑化法）」が成立した。その中の小規模企業共済法の一

部改正により、個人事業者や会社等の役員が、廃業・退職後の生活の安定等を図るた

めの資金として積み立てを行う小規模企業共済制度が見直された。具体的には、下記

の通り。 

Ⅰ. 小規模企業者の事業承継の円滑化  

   小規模企業者の事業承継の円滑化を図るため、個人事業者が親族内で事業承継し

た場合や６５歳以上の会社役員が退任した場合の共済金を引き上げる。  

Ⅱ. 小規模企業者の経営状況に応じた掛金の柔軟化  

   小規模企業共済制度の利便性向上を図るため、掛金の変更を柔軟にする。 

（７）高度化融資制度の活用拡大に向けた再構築【未実現】 

中小企業基盤整備機構自らが卸商業団地及び都道府県等に融資する形での高度化融

資制度は実現していない。 

（８）セーフティネット保証の要件の維持・拡充【未実現】 

セーフティネット保証（５号）は、平成２６年３月３日から平時の運用へ移行され、

不況業種の指定基準をリーマンショック前並みに戻された。そのため、対象業種から

外され資金繰りに影響を受ける中小企業が出てくることが予想されるが、それに対し

ては日本公庫等の「経営改善・資金繰り相談窓口｣で相談を受け付けて対応を検討して

いくこととなっている。 
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（９）信用組合に対する支援強化【実現】 

日本銀行は３月１７日、「貸出支援基金」による民間金融機関への支援制度の貸付対

象先に信用組合を加えたと発表した。 

（10）ゆうちょ銀行の業務拡大に係る十分な配慮と必要な措置【未実現】 

政府の郵政民営化委員会は平成２４年１２月１８日、ゆうちょ銀行が申請していた

融資業務の参入を条件付きで容認した。住宅ローンについては直営店８２店に限定（２

年間）され融資限度は２億円、法人向け融資は大企業に限定され中小企業向け融資は

見送られた。現時点では、金融庁は認可に慎重であり、認可の可否を判断する段階に

ないとコメントしている。 

 

２．改訂成長戦略を具現化する設備投資等金融支援 

（１）経営者保証ガイドラインの周知徹底と個人保証に過度に依存しない融資慣行の普及

【一部実現】 

金融庁では平成２６年６月に「経営者保証に関するガイドライン」の活用に係る参

考事例集を公表し、平成２６年１２月と平成２７年７月にはそれぞれ事例を追加して

改訂版を公表した。ガイドラインの活用に関して、金融機関等により広く実践される

ことが望ましい取組みを事例集として取りまとめ、公表することにより、金融機関等

においてガイドラインの積極的な活用が促進され、ガイドラインが融資慣行として浸

透・定着していくこと、中小企業等にとっても思い切った事業展開や早期の事業再生

等の取組みの参考とし、さらには、その他の経営支援の担い手の方々にとっても経営

支援等の一助となることを期待しているとしている。 

（２）認定支援機関と国、自治体、専門家が連携した新たな資金ニーズへの対応【一部実

現】 

経営改善計画策定支援事業（経営改善計画策定支援に要する計画策定費用及びフォ

ローアップ費用の総額について、経営改善支援センターが、３分の２（上限２００万

円）を負担するもの）については、平成２５年３月末の中小企業金融円滑化法の終了

を契機として、中小企業・小規模事業者の資金繰りを確保するためのセーフティネッ

トとして措置され、利用申請受付期限は、平成２６年度末（平成２７年３月３１日）

までとなっていたが、当該期限が撤廃され、平成２７年度以降についても、引き続き

当該事業を利用できるようになった。 

（３）創業・起業支援策の拡充【実現】 

平成２６年度補正予算において、「創業支援貸付利率特例制度」の創設（創業前や

創業後１年以内の場合に、金利を０．２％（女性や若者、Ｕ／Ｉターンによる創業者

は０．３％）引下げ）や、「事業承継・集約・活性化支援資金」の創設（事業の承継

等に当たり、安定的な経営権の確保や付加価値向上などを行う場合に、金利を０．４％

引き下げ）が行われた。 

また、創業・第二創業促進補助金（平成２６年度補正予算５０．４億円、平成２７

年度予算７．６億円（新規））も拡充された。 

（４）信用保証の審査の弾力化、迅速な手続き、各種保証制度のＰＲの充実等【一部実現】 
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５月２０日に「株式会社商工組合中央金庫法及び中小企業信用保険法の一部を改正

する法律」が成立し、中小企業と同様に事業を行い地域の経済や雇用を担うＮＰＯ法

人が信用保険の対象とされた。各種保証制度のＰＲは支援サイト「ミラサポ」の活用

などにより充実が図られているが、信用保証の審査の弾力化や迅速な手続、事務の簡

略化等については十分に図られていない。 
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２２２２．中小企業・小規模事業者の活性化税制の拡充．中小企業・小規模事業者の活性化税制の拡充．中小企業・小規模事業者の活性化税制の拡充．中小企業・小規模事業者の活性化税制の拡充    

【要望事項】 

１．中小企業税制の縮減反対 

（１）法人事業税の外形標準課税の中小企業への適用拡大を絶対に行わないこと。 

（２）中小企業の欠損金繰越控除の利用制限を行わないこと。 

（３）中小法人向け租税特別措置について、所得による利用制限を行わないこと。 

（４）留保金課税の中小企業への拡大は行わないこと。 

２．消費税の適正な転嫁等の万全な対策の実施 

（１）中小企業の適正な価格転嫁や価格表示の改定が円滑に図られるよう、万全な価格転

嫁対策を行うこと。 

（２）今次の消費税率の引上げは単一税率を維持すること。 

（３）中小企業の負担軽減措置である免税点や簡易課税制度を維持すること。 

（４）個別消費税（ガソリン税、自動車取得税、酒税、タバコ税）に係る消費税の上乗せ

課税は早期に解消すること。 

３．事業用資産の承継を促進する税制 

（１）非上場株式の再贈与に係る贈与税に対して贈与税の納税猶予制度が適用できるよう、

贈与税の納税猶予制度を拡充すること。 

（２）事業承継税制について、納税猶予の対象となる発行済議決権株式の総数の３分の２

要件を撤廃し、100％とするとともに、非上場株式等に係る相続税の納税猶予割合を

100％へ引き上げること。 

また、後継者死亡時点まで納税が免除されないことから、納税免除を納税猶予開始

後５年経過時点とすること。 

（３）個人事業者の事業用資産に係る軽減措置を創設すること。 

（４）財産評価基本通達における取引相場のない株式の評価方法を抜本的に見直すこと。 

４．中小企業の経営基盤の強化を図る税制の拡充 

（１）中小法人の軽減税率を現行の15％から11％以下に引き下げ、恒久化を図るとともに、

適用所得金額（現行800万円以下）を引き上げること。 

（２）税法上の中小企業の基準について、中小企業基本法の定義を念頭に、資本金１億円

以下から３億円以下へと拡大すること。 

（３）商業・サービス業・農林水産業活性化税制について、対象設備を拡大し、適用期限

を延長するなど制度の強化を図ること。 

（４）個人事業者の経営基盤を強化するため、事業主報酬の損金算入、290 万円となって

いる事業主控除制度の拡充、65万円の青色申告控除の拡充を図ること。 

（５）役員給与は、職務執行における対価であることから、原則、全額損金算入とするこ

と。 

（６）生産・製造工程などで使用する軽油に対する軽油引取税の課税免除措置を恒久化す

ること。 

（７）軽油引取税及び揮発油税等の特例税率は目的税から普通税になったことで、課税根
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拠を失っており、廃止すること。 

（８）地球温暖化対策税制については、燃料価格が高騰していることから、平成26年４月

に引き上げられ、28年４月にさらに引き上げられる予定となっているが、これを見送

ること。環境対策のための増税には反対である。 

（９）燃料価格の高騰時の特例税率の課税停止措置 （トリガー条項）の凍結を解除するこ

と。 

（10）エネルギー環境負荷低減推進税制（グリーン投資減税）における即時償却の適用期

限を延長するとともに、対象範囲を拡大するなど制度の強化を図ること。 

（11）商工中金の抵当権設定登記に係る登録免許税の軽減措置を延長すること。 

（12）信用保証協会が受ける抵当権の設定登記等の税率の軽減の適用期限を延長すること。 

（13）中小企業技術基盤強化税制による優遇措置及び地方税における中小企業者等の試験

研究費にかかる特例措置を延長すること。 

（14）研究開発税制について、平成26年度末で期限を迎える総額型の税額控除限度額の引

上げ措置（法人税額の30％）の期限の延長及びオープンイノベーション型（特別試験

研究費税額控除制度）の抜本的拡充（控除率の大胆な引上げ、総額型との税額控除限

度額の別枠化及び特別試験研究費の範囲の拡大）を図ること。 

（15）印紙税を早急に廃止すること。 

（16）減価償却制度は、償却期間が長すぎることから、短縮化、簡素化をさらに図ること。 

（17）中小企業が海外展開するため、受取配当金を全額益金不算入とするとともに海外展

開に必要な市場開拓、販売促進に係る費用等を税額控除する措置を講じること。 

（18）創業時の中小企業の負担を軽減するため、創業後５年間の法人税の減免及び会社設

立時の登録免許税を廃止すること。 

（19）起業家への投資拡大を図るため、エンジェル税制について、創業３年以内を５年以

内への延長、売上高成長率25％等の適用要件を緩和するととともに、個人投資家の投

資額の所得控除の上限額を引き上げる等拡充を図ること。 

（20）改正会社法における監査役設置会社の登記に関する登録免許税を非課税措置とする

こと。 

５．地域中小企業の負担軽減 

（１）中小企業に対する事業所税を廃止すること。 

（２）償却資産に係る固定資産税は、設備投資及び雇用拡大の阻害要因となっていること

から、廃止すること。 

（３）商業地等における固定資産税・都市計画税の負担水準の上限を70％から60％へ引き

下げること。 

（４）ホテル・旅館の建物等の固定資産税評価額算定に当たり、耐用年数の大幅な短縮を

図るなど低減措置を講じること。 

６．組合関係税制 

（１）企業組合、協業組合も含めて、中小企業組合の法人税の軽減税率を11％以下に引き

下げ、恒久化を図るとともに、適用年間所得を大幅に引き上げること。 

（２）効率的に設備過剰の解消を図るよう組合が計画した設備廃棄、設備集約化に対する
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減免措置を講じること。 

（３）個人の創業と雇用創出を担う企業組合の設立促進に向けて、設立後５年間法人税を

免除するなどの税制措置を講じること。 

（４）団地組合の組合員の倒産等により、団地内不動産を一時取得する場合の登録免許税・

不動産取得税について減免措置を講じること。 

（５）事業協同組合等に対する法人住民税（均等割）については法人税率と同様に一律の

軽減税率を適用すること。 

（６）協同組合等の貸倒引当金の繰入限度額を貸倒実績率又は法定繰入率を用いて算出し

た繰入限度額の12％増しとする措置の適用期限を延長すること。 

（７）保険会社等の異常危険準備金の損金算入の対象に特定共済組合を含めること。 

（８）地震保険料控除制度に地震火災費用見舞金、地震見舞金を給付する火災共済も対象

とすること。 

（９）共同施設の借入金償還に係る賦課金と減価償却費との差額への非課税措置を講じる

こと。 

（10）高度化資金の返済金や高度化資金で建設した施設の修理費等を組合が積立金に繰り

入れたときは、全額損金算入できるようにすること。 

（11）商品券の未引換分の収益計上の時期の規定の延長など法人税基本通達に定めた規定

を見直すこと。 

７．経済社会の変化に対応した税制改正 

(１) 企業会計上費用とみなされている退職給与引当金、貸倒引当金、退職給付引当金を

損金扱いとすること。 

（２）納税協力費用相当分の税額控除制度を創設すること。 

（３）社会保障・税番号導入時に際しては、事業者の新たな納税事務負担等を図るための

対策を具体的に示すこと。 

（４）震災復興、地域貢献に取り組む中小企業団体中央会に対する寄附金制度を拡充する

こと。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

 平成２７年度の税制改正は、安倍政権の成長戦略の柱として期待される法人実効税率の

引下げに関する改正事項が盛り込まれたが、その引下げを巡って、代替財源の確保をはじ

め多くの課題が継続案件として残されている。 

Ⅰ．税制改正に係る要望 

  全国中央会では、平成２７年度税制改正に向けて、「平成２７年度中小企業・中小企

業組合関係税制改正に関する要望」を政府・自由民主党に提出するとともに、本大会決

議について、都道府県中央会の協力も仰ぎ、各政党、政府・国会各方面へ中央・地方両

面から強力に要望陳情活動を行い、決議の実現に向けた要請を行った。 

Ⅱ．平成２７年度税制改正 

自由民主党及び公明党は、平成２６年１２月３０日、「平成２７年度税制改正大綱」

を取りまとめ、これを受け、政府は１月１３日、「平成２７年度税制改正の大綱」を閣
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議決定した。 

その後、国税関係の改正法案である「所得税法等の一部を改正する法律案」等及び地

方税関係の改正法案である「地方税法等の一部を改正する法律案」が２月１７日に閣議

決定し、国会に提出された。 

これらの法案は、国会の審議を経て、３月３１日、参議院本会議において可決、成立

し、同日公布された。 

Ⅲ．消費税軽減税率の動き 

平成２７年度税制改正大綱において、「関係事業者を含む国民の理解を得た上で、税

率１０％時に導入する。平成２９年度からの導入を目指して、対象品目、区分経理、安

定財源等について、早急に具体的な検討を進める」と明記された。  

また、自民、公明の与党両党は１月２６日、与党税制協議会を開き、消費税の軽減税

率について具体的な制度案を検討する「消費税軽減税率制度検討委員会」を同協議会の

下に設置することを決定し、２月９日より同委員会での検討が開始された。 

第２回同委員会では、飲食料品分野を対象とする制度案について具体的な検討を進め

るとの方針の下、今後の検討に資するため、「消費税の軽減税率に関する検討について」

（平成２６年６月５日、与党税制協議会）で示された対象品目８案のうち、代表的な例

として、「酒類を除く飲食料品」、「生鮮食品」、「精米」を対象とする場合のそれぞれの

具体案と課題をまとめた。  

その後、９月に入り、財務省案として、「対象品目」への支出に係る消費税額の一部

を「ポイント制度」の仕組みを活用して消費者個人に還付する方式による軽減税率制度、

いわゆる「日本型軽減税率制度（還付ポイント制度）」が示されたが、９月１５日に開

催された第４回同委員会では、公明党が難色を示し、自民党税制調査会野田会長が交代

する事態となった。今後は、与党で軽減税率導入に向けた議論が展開されていく見通し

だが、本会としては、①事業者に事務負担を強いる複数税率に伴う「インボイス方式」

については絶対反対であり、加えて、②区分経理処理が必要となる「請求書等保存方式」

（複数税率に係るいわゆる簡易な経理方式）の慎重な検討が必要であるとの方針のもと、

１０月１５日に公明党北側一雄副代表、井上義久幹事長、２０日に山口那津男代表に対

し、「消費税の軽減税率に対する要望」を行った。 

なお、今秋までには制度案を決定し、年末に与党税制改正大綱として取りまとめる予

定としているため、都道府県中央会の協力を得て、地元国会議員等に対して陳情を行う

など、今後の動向を注視しつつ、対応していくこととしている。 

 

Ⅳ．決議の実現状況 

厳しい財政状況において、中小企業及び中小企業組合の軽減税率や軽油引取税の課税

免除措置等租税特別措置の拡充や適用期限の延長がなされるなど、多くの全国大会の決

議項目で進展がみられた。それぞれの決議項目の状況は以下のとおりである。 

 

１．中小企業税制の縮減反対 

（１）法人事業税の外形標準課税の中小企業への適用拡大絶対反対【実現】 
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   中小企業等への外形標準課税の適用拡大は、平成２７年度については阻止された。 

（２）中小企業の欠損金繰越控除の利用制限反対【実現】 

   中小企業についての繰越控除限度は、維持された。 

（３）中小法人向け租税特別措置について、所得による利用制限反対【実現】 

   所得による制限は行われなかった。 

（４）留保金課税の中小企業への拡大反対【実現】 

   中小企業等への留保金課税の適用拡大は行われなかった。 

 

２．消費税の適正な転嫁等の万全な対策の実施 

（１）中小企業の価格転嫁対策の実施【実現】 

平成２６年度補正予算により消費税転嫁対策窓口相談等事業が予算化されるなど、

引き続き中小企業団体による窓口相談等をはじめとして、実効性のある対策が推進さ

れている。 

（２）単一税率の維持【本年中に結論】 

平成２７年度税制改正大綱の中で、関係事業者を含む国民の理解を得た上で、税率

１０％時に導入する。平成２９年度からの導入を目指して、対象品目、区分経理、安

定財源等について、早急に具体的な検討を進めると記載された。 

（３）免税点及び簡易課税制度の維持【実現】 

   制度は維持された。 

（４）個別間接税との二重課税の排除【未実現】 

特段の措置は講じられなかった。 

 

３．事業用資産の承継を促進する税制 

（１）非上場株式の再贈与に係る贈与税の納税猶予制度の適用【実現】 

   ２代目から３代目に承継する場合に、贈与税の納税義務が生じないようにするなど、

事業承継税制が拡充された。 

（２）非上場株式等に係る相続税の納税猶予割合の引上げ等の事業承継税制の拡充【未実

現】 

   納税猶予対象株式要件の撤廃、納税猶予割合の引上げ、納税猶予開始後５年経過時

の納税免除等の改正は行われなかった。 

  【備考】 

  次の事項に対する見直しはなされていません。 

・納税猶予の対象となる発行済議決権株式の総数の３分の２要件を撤廃し、１００％と

すること 

・非上場株式等に係る相続税の納税猶予割合を１００％へ引き上げること 

・納税免除を納税猶予開始後５年経過時点とすること 

なお、今年１月１日より、次の事項は実現されています（施行されています）。 

・親族外の者も承継の対象にすること 

・雇用の８割維持要件を、５年間平均で評価すること 
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・先代の退任要件を代表者退任要件とすること（役員として在留できるようにすること） 

・経済産業大臣の事前確認制度を廃止すること 

（３）個人事業者の事業用資産に係る軽減措置を創設すること【継続検討】 

   平成２７年度税制改正大綱において、既存の特例措置のあり方を含め総合的に検討

するとされた。 

   なお、経済産業省の平成２８年度税制改正要望において「軽減措置の創設」が盛り

込まれた。 

（４）取引相場のない株式の評価方法の抜本的見直し【未実現】 

   見直しは行われなかった。 

  【備考】 

   非上場株式に係る贈与又は相続に際しては、相続税法上、財産の価額は「取得の時

における時価」とされていますが、課税実務では、財産評価基本通達に基づき評価さ

れています。その基本的な考え方は、会社の規模を大・中・小に分けて、取得者が同

族株主か否かを区別した上で、類似業種比準方式、純資産価額方式、配当還元方式を

使い分けるものです。この財産評価基本通達に基づく評価方式は、納税目的の画一的

な評価方法であることから、抜本的な見直しを要求しましたが、実現をみてません。 

   なお、経済産業省の平成２８年度税制改正要望において「株価の上昇による中小企

業の税負担の増大を踏まえた税制措置の見直し」が盛り込まれた。 

 

４．中小企業の経営基盤の強化を図る税制の拡充 

（１）中小法人の軽減税率の引下げ、恒久化及び適用所得金額の引上げ【一部実現】 

中小法人及び協同組合等に係る法人税率の軽減措置の適用期限が２年延長された。

中小法人の軽減税率の引き下げ及び恒久化は講じられなかった。なお、普通法人の税

率は、２５．５％から２３．９％に引き下げられた。 

（２）税法上の中小企業の基準拡大【未実現】 

   基準の見直しは行われなかった。 

（３）商業・サービス業等活性化税制の適用期限の延長【未実現】 

   商業・サービス業を営む中小企業等が経営改善設備を導入した際の軽減措置の適用

期限が２年延長された。  

（４）青色申告者の事業主報酬の損金算入等【未実現】 

青色申告者の事業主報酬の損金算入、事業主控除制度の拡充、青色申告の特別控除

の拡充は行われなかった。 

（５）役員給与の損金算入【未実現】 

   全額損金算入とはならなかった。 

（６）軽油引取税の課税免除措置の恒久化【実現】 

適用期限が３年延長された。 

（７）軽油引取税及び揮発油税の特例税率の廃止【未実現】 

   廃止にはならなかった。 

（８）地球温暖化対策税制等の引上げ反対【未実現】 
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   平成２８年４月に予定される更なる引上げは、見送りにはなっていない。 

（９）燃料高騰時の特例税率の課税停止措置 （トリガー条項）の凍結解除【未実現】 

   凍結解除は行われなかった。 

（10）グリーン投資減税の延長・拡充【実現】 

   エネルギー環境負荷低減推進税制における即時償却について、対象資産から太陽光

発電設備を除外したうえで、その適用期限を１年延長された。 

   なお、経済産業省の平成２８年度税制改正要望において「第４次エネルギー基本計

画や長期エネルギー需給見通しを踏まえ、支援対象の重点化を進め、新たに地熱や木

質バイオマスを追加するなど再生可能エネルギーの導入を最大限加速するとともに、

熱利用や省エネルギー等の促進を図る」とし、グリーン投資減税の重点化・延長が盛

り込まれた。 

（11）商工中金の抵当権設定登記に係る登録免許税の軽減措置の延長【未実現】 

   軽減措置の延長はされなかった。 

（12）信用保証協会が受ける抵当権の設定登記等の税率の軽減の延長【実現】 

   適用期限が２年延長された。 

（13）中小企業技術基盤強化税制等の特例措置の延長【未実現】 

   税額控除限度額が引き下げられた。 

（14）研究開発税制の拡充【実現】 

   研究開発税制について、控除率を大幅に引き上げるとともに中小企業等の知的財産

権の使用料等を対象費用に追加するなど、オープンイノベーション型の抜本的拡充が

なされた。 

（15）印紙税の廃止【未実現】 

   廃止にはならなかった。 

（16）減価償却制度の短縮化、簡素化【未実現】 

制度の見直しは行われなかった。 

（17）中小企業の海外展開を支援する税制【未実現】 

   海外市場の販路開拓に係る費用等の税額控除の創設等は措置されなかった。 

（18）創業後５年間の法人税減免措置等【未実現】 

   減免措置等は講じられなかった。 

（19）エンジェル税制の拡充【実現】 

   適用対象となる株式会社の範囲が拡大された。 

（20）監査役設置会社の登記に関する登録免許税の非課税措置【実現】 

   監査役の変更の登記に該当することとなった。 

 

５．地域中小企業の負担軽減 

（１）事業所税の廃止【未実現】 

   廃止にはならなかった。 

（２）償却資産に係る固定資産税の廃止【未実現】 

廃止にはならなかった。 
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（３）商業地等における固定資産税・都市計画税の負担水準上限引下げ【未実現】 

上限の引下げは行われなかった。 

（４）ホテル・旅館の建物等の固定資産税の低減措置【未実現】 

   低減措置は講じられなかった 

 

 

６．組合関係税制 

（１）中小企業組合の法人税軽減税率の引下げ等【未実現】 

中小法人及び協同組合等に係る法人税率の軽減措置の適用期限が２年延長された。

中小法人の軽減税率の引下げ及び恒久化は講じられなかった。 

（２）組合が計画した設備廃棄、設備集約化に対する減免措置【未実現】 

   新たな措置は講じられなかった。 

（３）企業組合の設立後５年間法人税免除措置等【未実現】 

   免除措置は講じられなかった。 

（４）団地組合の団地内不動産の一時取得に係る登録免許税等の減免措置【未実現】 

減免措置は講じられなかった。 

（５）組合等に対する法人住民税（均等割）の軽減税率【未実現】 

   新たな軽減措置は講じられなかった。 

（６）協同組合等の貸倒引当金の特例措置の適用期限の延長【実現】 

   適用期限が２年延長された。 

（７）特定共済組合の異常危険準備金の損金算入【未実現】 

   損金算入措置は講じられなかった。 

（８）地震保険料控除制度の拡大【未実現】 

   対象拡大は行われなかった。 

（９）共同施設の借入金償還に係る賦課金と減価償却費との差額への非課税措置【未実現】 

   非課税措置は講じられなかった。 

（10）高度化資金の返済積立金等の全額損金算入【未実現】 

   損金算入等の措置は講じられなかった。 

（11）商品券等に係る未引換分の収益計上の時期の延長【未実現】 

   規定の見直しは行われなかった。 

 

７．経済社会の変化に対応した税制改正 

（１）退職給付引当金等の損金算入【未実現】 

   退職給付引当金や貸倒引当金、賞与引当金について、損金算入とはならなかった。 

（２）納税協力費用相当分の税額控除制度【未実現】 

   新たな措置は講じられなかった。 

（３）社会保障・税番号導入に際しての事業者の新たな納税事務負担等の軽減【未実現】 

   新たな措置は講じられなかった。 

（４）中央会等に対する寄附金制度【未実現】 
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   特段の措置は講じられなかった。 

 

８．その他税制改正 

   その他中小企業に関係の深い主な項目は以下のとおり。 

（１）所得拡大促進税制【実現】 

    所得拡大促進税制について、給与総額増加要件が緩和され、適用期限が２年間延長

された。 

（２）小規模企業共済制度の見直し【実現】 

   小規模事業者の事業承継の円滑化等を通じた活性化を図るため、配偶者・子への事

業譲渡時の共済事由を見直す等の所要の措置を講じられた。 

（３）特定の資産の買換えの場合の課税の特例の延長【実現】 

   長期保有（１０年超）の土地等を譲渡し、新たに事業用資産（買換資産）を取得し

た場合の課税の特例について、買換資産から機械装置を除外する等、要件を見直した

上で、適用期限が２年３カ月間延長された。 
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３．商店街等及３．商店街等及３．商店街等及３．商店街等及び中小小売商業の活性化支援の拡充び中小小売商業の活性化支援の拡充び中小小売商業の活性化支援の拡充び中小小売商業の活性化支援の拡充    

【要望事項】 

１．商店街・共同店舗等に対する支援の拡充 

（１）商店街組織が行う身近で快適な商店街づくり、地域住民の安心・安全な生活環境を

守るための施設・設備等の整備を促進すること。 

（２）空き店舗対策として開業率が廃業率を上回るよう起業、創業・第二創業に対する支

援等を充実させるとともに、商店街や共同店舗の空きスペースの入居費や改装費等に

対する助成を行うこと。 

（３）地域コミュニティ機能強化のため、中小商業者等が行う買い物弱者に対する生活利

便性の向上や災害・防災などの地域の課題解決に向けた取組み及び人材育成支援のた

めの「にぎわい補助金」（地域商店街活性化事業）を継続・拡充すること。 

（４）商店街や共同店舗等における外国人旅行者向け消費税免税店の拡大とその申請の簡

素化を図ること。 

（５）市街地や商店街等の駐車違反取締り地区における、積み卸し業務可能な駐車スペー

スの確保等、業務に配慮した対策を講じること。 

２．まちの機能の維持・活性化、中心市街地の再生支援 

（１）まちづくり３法（大店立地法、中心市街地活性化法、都市計画法）の見直しの趣旨

を踏まえた運用を速やかに実行し、コンパクトシティを国主導で推進するとともに中

心市街地活性化の起爆剤となるプロジェクトに対して集中的支援を行うこと。空き店

舗・空き地の活用の推進主体となるまちづくり会社の機能強化を図るとともに、地域

商業の再生のための魅力発掘等のための支援事業を強化すること。 

（２）「大規模集客施設に対する立地規制」を緩和する都市計画法の見直しは行わないこと。 

（３）大規模集客施設の郊外開発行為に対する厳格かつ適正な対処、大型店のまちづくり

のゾーニング条例、商店街活動への協力等の地域貢献条例やガイドラインの制定を促

進すること。 

（４）中心市街地活性化のインセンティブとなる大胆な税制措置を行うこと。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．商店街・共同店舗等に対する支援の拡充 

（１）「商店街支援補助金」（地域商業自立促進事業）【２７年度予算：２３億円】【一部実

現】 

   商店街が取り組む、地元産品を販売するアンテナショップの設置やオリジナル商品

の開発、子育て・高齢者支援サービスの提供、空き店舗への店舗誘致、まちなか交流

スペースの設置など、商店街の魅力を向上し、中長期的な発展に貢献する取組みにつ

いて、費用の２／３を補助する。 

（２）「商店街支援補助金」（地域商業自立促進事業）【２７年度予算：２３億円】【一部実

現】 

上記（１）と同じ。 
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（３）「にぎわい補助金」（地域商店街活性化事業）の継続・拡充【一部実現】 

地域が元気になるために必要な投資ということで、「にぎわい補助金」（地域商店街

活性化事業）の継続・拡充を求めていたが、今年度廃止された。 

なおこれとは別に、地方公共団体が商店街の活性化のために行う「プレミアム付商

品券」の発行や創業支援等の事業を実施できる「地域住民生活等緊急支援のための交

付金【平成２６年度補正予算】」が設定された。 

（４）商店街や共同店舗等における外国人旅行者向け消費税免税店の拡大とその申請の簡

素化【実現】 

外国人旅行者向けの免税制度を活用しやすくするため、平成２７年４月より、商店

街や共同店舗等が第三者に免税手続を委託すること及び委託を前提とした免税許可申

請の簡易化が実施された。 

第三者に免税手続を委託する一括カウンター制度は、現在で３カ所（岡山市・旭川

市・大阪市）で実施されている。 

（５）市街地や商店街等の駐車違反取締り地区における、積み卸し業務可能な駐車スペー

スの確保等、業務に配慮した対策【未実現】 

現段階で特に動きはない。 

 

２．まちの機能の維持・活性化、中心市街地の再生支援 

（１）中心市街地活性化への対応【一部実現】 

中心市街地活性化法が平成２６年４月に成立したことを受けて、同年７月「中心市

街地の活性化を図るための基本的方針」の一部変更が閣議決定され、①民間投資を喚

起する新たな制度の創設、②中心市街地活性化を図る新たな措置、が設けられた。 

また、雇用や地域の消費活性化が期待できる商業施設の改修等や買い物難民対策の

モデル構築を支援する「中心市街地再生事業」（【平成２６年度補正予算：２２億円】）

及びまちの魅力を高めるための調査事業や専門家派遣等に対し重点的支援を行い、

「コンパクトでにぎわいあふれるまちづくり」を推進する「中心市街地再興戦略事業」

（【平成２７年度予算：１４億円】）が実施される。 

（２）「大規模集客施設に対する立地規制」を緩和する都市計画法の見直し【未実現】 

見直し等は行われなかった。 

（３）大規模集客施設の郊外開発行為を厳格・適正に対処するため、土地利用に関するゾ

ーニングの条例やガイドラインの制定を推進【未実現】 

昨年と比べ特段の動きはなかった。 

（４）中心市街地活性化のインセンティブとなる大胆な税制措置【未実現】 

   関連する税（不動産取得税、固定資産税）の減税は実現されなかった。 
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４．連携による中小流通業・サービス業の生産性向上の推進４．連携による中小流通業・サービス業の生産性向上の推進４．連携による中小流通業・サービス業の生産性向上の推進４．連携による中小流通業・サービス業の生産性向上の推進 

【要望事項】 

１．中小流通業対策の強化 

（１）中小商業振興法（仮称）を制定し、卸売業と小売業を一体として振興・育成するこ

と。 

（２）流通業務市街地整備法や都市計画法による業種制限等を緩和するとともに、卸団地

内の空き店舗に対する支援を創設すること。 

（３）円安等を要因とする燃料価格の高騰等で苦しむ中小運輸業の健全かつ安定した経営

実現のための支援を強化するとともに、整合性ある高速道路の整備・利用政策を実施

すること。 

２．中小サービス業の生産性の向上等 

（１）連携による新たなサービスの開発、デザインの高度化やＩＴ投資など中小サービス

業の生産性の向上を強力に推進すること。 

（２）観光立国実現のため、官民をあげた組織的なブランド化など外国人観光客増加のた

めの施策を実施すること。観光・集客交流の促進のため、査証発給要件の緩和、国際

会議、国際見本市・展示会等の開催など、その誘致に積極的な支援策を講じること。 

（３）医療・介護分野と中小サービス業との医商連携の取組みへの支援策を講じること。 

（４）インターネット販売の振興に当たっては、消費者保護の観点から商品特性に応じて

品質や取引方法における安全・安心の確保を図るルールづくりを行うこと。 

******************************************************************************** 

【経 過】 

１．中小流通業対策の強化 

（１）中小商業振興法（仮称）の制定【未実現】 

   新法の立法化に向けた動きについて、現時点で具体的な動きはない。 

（２）流通業務市街地整備法や都市計画法による業種制限等の緩和及び卸団地内の空き店

舗に対する支援【一部実現】 

流通業務市街地整備法や都市計画法による業種制限等の緩和については、具体的な

動きはない。 

   全国中央会では、卸団地の支援について、中小企業基盤整備機構の助成により造成

した基金を活用し、平成２１年度より卸商業団地組合が行う団地再整備や共同事業機

能強化を実施するに当たって必要な調査研究、事業化調査、基本計画・詳細設計策定、

システム開発などの費用を助成する「卸商業団地機能向上支援事業」が実施されてい

るが、平成２７年度も継続する。 

（３）中小運輸業への支援及び高速道路の整備・利用政策【実現】 

高速道路の各種割引制度は、現下の経済情勢等を踏まえ、物流コストの低減等に資

する取組みを推進するため、大口・多頻度割引の最大割引率を４０％から５０％に拡

充する措置を平成２８年３月末まで延長された。    
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２．中小サービス業対策の強化 

（１）ものづくり・商業・サービス革新事業【２６年度補正：１，０２０億円】【実現】 

新しい商品・サービスの開発や業務プロセスの改善、新しい販売方法の導入など、

中小企業・小規模事業者が事業革新に取り組む費用を補助する。設備投資を伴わない

サービス開発も対象となっており、地域経済の大層を占める中小サービス業の高度化

と生産性の向上を支援する。 

（２）ふるさと名物応援事業【２６年度補正：４０億円、２７年度：１６億円】【実現】 

中小企業・小規模事業者による地域資源の活用や農商工連携により行う商品・サー

ビスの開発、複数の中小企業・小規模事業者による「ふるさと名物」などの販路拡大、

地域資源を海外展開させるため、国内外の専門家などを活用して行うものづくり、観

光等の地域資源の発掘や海外向け商品の開発などの取組みなどを支援する。 

（３）医商連携の取組みについて特化した支援策【一部実現】 

特化した支援策はないが、上記「ものづくり・商業・サービス革新事業」を活用す

ることが可能である。 

（４）安全・安心の確保を図るルールづくり【一部実現】 

民法（債権関係）改正案において、「約款」が初めて条文に明記されることとなった。

また、社会情勢の急速な変化に伴う消費者保護への一層の取組みを促す観点から、新

しい「消費者基本計画」が平成２７年３月閣議決定されるとともに、消費者契約法・

特定商取引法の見直しも行われている。悪質な事業者の排除は当然であるが、中小企

業・小規模事業者の事業活動が極端に制約されないよう注視していく必要がある。 
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５．社会保障制度の見直し５．社会保障制度の見直し５．社会保障制度の見直し５．社会保障制度の見直し 

【要望事項】 

１．社会保障制度の見直しに当たっては、将来にわたって安定的な抜本的制度改革を行う

とともに、中小企業の経営実態や意見を踏まえ、過度な事業主負担とならないよう十分

に配慮し検討すること。 

２．中小企業の維持・発展を阻害することがないよう、厚生年金・健康保険の保険料の安

易な引上げは行わないこと。 

３．全国健康保険協会（協会けんぽ）への国庫補助率を上限である20％まで引き上げると

ともに、公費負担の拡充をはじめ高齢者医療制度を抜本的に見直すこと。 

************************************************************************* 

【経 過】 

１．社会保障制度改革に当たっての中小企業への配慮【未実現】 

  持続可能な医療保険制度を構築するために、国民健康保険をはじめとする医療保険制

度の財政基盤の安定化、負担の公平化、医療費適正化の推進、患者申出療養の創設等の

措置を講ずるため、「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一

部を改正する法律案」が、第１８９回通常国会に提出され、５月２７日に成立、５月２

９日に公布された。 

  同法律では、平成３０年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財

政運営や効率的な事業の確保等の国民健康保険運営に中心的な役割を担い、制度の安定

化を図ることとなっている。 

被用者保険の後期高齢者支援金については、より負担能力に応じた負担とする観点か

ら、総報酬割部分を平成２７年度に２分の１に、平成２８年度に３分の２の引き上げ、

平成２９年度から全面総報酬割を実施することとなった（中小事業者の加入率が高い協

会けんぽにおいては、加入者割から総報酬割に移行することにより、後期高齢者支援金

に係る支出軽減となる）。あわせて、全面総報酬割の実施時に、前期財政調整における

前期高齢者に係る後期高齢者支援金について、前期高齢者加入率を加味した調整方法に

見直すこととなった。 

２．社会保険料の安易な引上げは反対【実現】 

  平成２７年度の協会けんぽの平均保険料率は、平成２６年度に引き続き１０％に据え

置かれることとなった。 

激変緩和率については、激変緩和率の拡大に関する長期の計画を踏まえ、政令の規定

に従い拡大しつつも、最高保険料率の変動ができる限り最小限とされた。 

また、都道府県単位保険料率に係る激変緩和措置の期限を、医療に要する費用の適正

化等に係る協会の取組の状況を勘案して平成３６年３月３１日までの間において政令

で定める日までの間とされた。 

３．協会けんぽ等の財政安定のための支援【未実現】 

平成２７年１月１３日に、政府の医療保険制度改革骨子が決定され、協会けんぽの国

庫補助率は、要望していた２０％の引上げには至らず、現行の１６．４％が維持される
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とともに、現下の経済情勢、財政状況等を踏まえ、準備金残高が法定準備金を超えて積

み上がっていく場合には、新たな超過分の国庫補助相当額を翌年度減額する特例措置を

講じることとなった。 

また、国庫補助の見直しとして、協会けんぽが今後保険料率を引き上げる場合は、他

の健保組合の医療費や保険料率の動向等を踏まえて、国庫補助率について検討し、必要

があれば措置を講じることとなった。 
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６．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進６．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進６．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進６．中小企業の実態を踏まえた労働・教育対策の推進 

【要望事項】 

１．労働基準法の見直し 

  働き過ぎ防止のための取組み強化策としての、裁量労働制の新たな枠組みの構築、フ

レックスタイム制の見直しを始めとする労働時間法制の見直しに当たっては、中小企業

の雇用実態や意見を踏まえて柔軟な働き方ができる仕組みづくりを検討すること。 

労働基準法改正による時間外割増賃金率の引上げは、中小企業については６０時間超

の割増賃金率の適用が猶予されているところであるが、法施行３年経過後の再検討時期

となる見直しに当たっては、中小企業の実情を十分に配慮し検討すること。 

２．障害者雇用促進法改正に伴う中小企業への配慮と中小企業支援策等の充実 

（１）障害者雇用にかかるガイドライン策定に当たっては、中小企業事業主にとってわか

りやすく過度の負担とならないよう十分に配慮すること。 

（２）障害者雇用に積極的に取り組む中小企業への各種支援策の充実と社会的な評価の仕

組みづくりを行うこと。 

３．労働者派遣制度の在り方についての見直し 

労働者派遣制度の見直しに当たっては、必要な労働力を迅速に確保したいという中小

企業の高いニーズがある実情を十分に考慮し、できる限りわかりやすい仕組みの制度に

すること。 

４．地域の中小企業の実情を踏まえた最低賃金の設定 

最低賃金の設定については、公労使三者が話し合いを通じて法の原則及び目安制度を

基にするとともに、地域の経済情勢、雇用動向、中小企業の生産性の向上の進展状況等

を踏まえた上で設定を行うこと。また、特定最低賃金は、地域別最低賃金に屋上屋を架

するものであり、早急に廃止すること。 

５．雇用保険制度の機能強化 

（１）雇用保険制度の安定的な運営のため、国庫負担割合を本則どおり原則４分の１に復

帰させること。 

また、中小企業の厳しい経営環境の中で、雇用保険積立金の状況を踏まえ、雇用保

険料率の引下げを行うこと。 

（２）雇用保険二事業については、引き続き関係コストの削減をはじめ、給付内容の見直

し、業務全体の改革推進等の抜本的な見直しを行うこと。 

６．「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」の継続実施 

地域の中小企業の若手人材の確保・育成・定着を支援するため、「地域中小企業の人

材確保・定着支援事業」の事業内容を引き続き実施すること。 

７．国による職業訓練機能の充実・強化 

  中小企業の従業員の能力開発への体系的支援、地域産業を支えるものづくり等の技能者

の育成、中小企業の技術・技能継承への支援、技能検定制度の充実を強力に推進するこ

と。 

  また、中小企業の従業員の能力開発制度の見直しに当たっては、地方公共団体の活用
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等、地域の職業訓練ニーズが的確に反映される仕組みとなるような制度とすること。 

８．ワーク・ライフ・バランスの推進 

（１）中小企業のワーク・ライフ・バランスの推進のため、専門家によるアドバイスや各

種助成制度の整備・拡充、税制・金融面での優遇措置など中小企業の実情に応じた支

援策を講じること。 

（２）改正次世代育成支援対策推進法令の運用に当たっては、中小企業に対し適正な制度

運用を行うための周知徹底を図ること。 

また、「次世代育成支援対策推進センター」への支援策の強化を図ること。 

（３）改正育児・介護休業法の完全施行に当たっては、中小企業に対し適正な制度運用を

行うための周知徹底を図るとともに、中小企業の実情に十分配慮した支援を行うこと。 

（４）中小企業が共同で設置する保育施設について助成・支援策を強化すること。 

９．キャリア教育・職業教育の推進 

キャリア教育・職業教育に当たっては、学校教育の各課程において一貫した教育を行

うキャリア教育・職業教育の推進とともに、関係省庁の連携の下、教育機関と中小企業

が一体となって推進すること。 

10．外国人技能実習制度の適正な見直し 

（１）外国人技能実習制度の見直しにおいて、実習期間の延長（又は再技能実習制度の創

設）、受入れ対象業種の拡大、団体監理型における事業協同組合等の組合員の受入れ人

数枠の拡大を行うこと。 

（２）外国人技能実習生の在留資格の審査に係る在留資格認定証明書交付申請等の提出書

類を簡素化並びに本審査を迅速化すること。    

（３）外国人技能実習生の厚生年金保険、雇用保険の加入については、特例措置を設けて

全額免除すること。 

11．中小企業における女性人材の活躍推進に対する諸施策の充実・強化 

  女性人材の活躍推進の普及・啓発・拡大を図るため、中小企業に対する諸施策の充実・

強化を行うこと。 

************************************************************************* 

【経 過】 

１．労働基準法の見直し【未実現】 

中小企業における月６０時間超の時間外労働への割増賃金率（５０％以上）について、

中小企業への猶予措置を廃止することとされ、法律案が第１８９回通常国会に提出され

たが成立せず、現在国会閉会中審査が行われている。 

同法律案では、年次有給休暇の取得促進として、使用者は、年１０日以上の年次有給

休暇が付与される労働者に対し、そのうちの５日間について、毎年、時季を指定しなけ

ればならないこととされた。ただし、労働者の時季指定や計画的付与により取得された

年次有給休暇の日数分については時季指定を要しない。 

フレックスタイム制の見直しについて、フレックスタイム制の清算期間の上限を１カ

月から３カ月に延長することとされた。併せて、１カ月当たりの労働時間が過重になら

ないよう、１週平均５０時間を超える労働時間については、当該月における割増賃金の
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支払い対象とする。 

企画業務型裁量労働制の見直しについて、企画業務型裁量労働制の対象業務に「事業

運営に関する事項についての企画、立案調査及び分析を行い、その成果を活用して裁量

的にＰＤＣＡを回す業務」と「課題解決型提案営業」とを追加するとともに、対象者の

健康・福祉確保措置の充実等の見直しを行うこととされた。 

特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）の創設について、

職務の範囲が明確で一定の年収要件（少なくとも１，０７５万円以上）を満たす労働者

が、高度な専門的知識を必要とする等の業務に従事する場合に、健康確保措置等を講じ

ること、本人の同意や委員会の決議などを要件として、労働時間、休日、深夜の割増賃

金等の規定を適用除外とすることとされた。 

また、制度の対象者について、在社時間等が一定時間を超える場合には、事業主は、

その労働者に対し、必ず医師による面接指導を実施しなければならないこととされた。 

施行期日は、中小企業における月６０時間超の時間外労働への割増賃金率の適用廃止

については平成３１年４月１日、その他については平成２８年４月１日とされている。 

２．障害者雇用促進法の見直しと中小企業支援策等の充実 

（１）「差別禁止」「合理的配慮の提供義務」のガイドライン策定における中小企業事業

主への配慮【審議終了】 

   平成２７年３月２日の労働政策審議会障害者雇用分科会において、労働・雇用分野

における障害を理由とする「差別禁止」に関する指針と、職場における「合理的配慮

の提供義務」に関する指針について、諮問・答申が行われ、同年３月２８日に厚生労

働大臣告示として策定・公布された。 

   今般、障害者雇用分科会等で議論された内容について整理した、解釈通達、Ｑ＆Ａ、

合理的配慮事例集が取りまとめられた。説明会等を開催し周知を図っていくこととさ

れている。 

【差別禁止指針の概要】 

・すべての事業主が対象 

・障害者であることを理由とする差別を禁止 

・事業主や同じ職場で働く人が、障害特性に関する正しい知識の取得や理解を深める

ことが重要 

・募集・採用、賃金、配置、昇進、降格、教育訓練などの項目で障害者に対する差別

を禁止 

例：募集・採用 

○障害者であることを理由として、障害者を募集または採用の対象から排除すること。 

○募集または採用に当たって、障害者に対してのみ不利な条件を付すこと。 

○採用の基準を満たす人の中から障害者でない人を優先して採用すること。 

 

【合理的配慮指針の概要】 

・すべての事業主が対象 

・合理的配慮は、個々の事情を有する障害者と事業主との相互理解の中で提供されるべ
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き性質のもの 

例：募集・採用時、採用後 

○募集内容について、音声などで提供すること。（視覚障害） 

○面接を筆談などにより行うこと。（聴覚・言語障害） 

○机の高さを調節することなど作業を可能にする工夫を行うこと。（肢体不自由） 

○本人の習熟度に応じて業務量を徐々に増やしていくこと。（知的障害） 

○出退勤時刻・休暇・休憩に関し、通院・体調に配慮すること。（精神障害ほか） 

（２）障害者雇用を行う中小企業への配慮【実現】 

   平成２８年度に精神障害者が障害者法定雇用率の算定に含まれることを踏まえ、よ

り一層の障害者雇用につながる助成措置の充実を図るため、平成２７年度厚生労働省

予算概算要求では、障害者に対する就労支援の推進のために約２５７億円を計上して

いる。 

   主な拡充措置概要は次のとおりである。 

  ① 障害特性に応じた就労支援の推進 

  ② 地域就労支援力の強化による職場定着の推進 

  ③ 中小企業に重点を置いた支援策の実施 

  ④ 障害者の能力開発支援の強化 

 

３．労働者派遣制度の在り方についての見直し【未実現】 

平成２４年改正時の附帯決議等を踏まえ、派遣労働者の一層の雇用の安定、保護等を

図るため、全ての労働者派遣事業を許可制とするとともに、派遣労働者の正社員化を含

むキャリアアップ、雇用継続を推進し、派遣先の事業所等ごとの派遣期間制限を設ける

等の措置を講ずることとなった。 

  同法律案は平成２６年３月１１日に閣議決定され、同日、第１８６回通常国会に提出

されたが、継続審議とされず審議未了・廃案となった。同年９月２９日に第１８７回臨

時会に再提出されたが、審議未了・廃案となった。 

 なお、自民・公明両党による一部修正を行った上で、平成２７年３月１３日に第１８

９回通常国会に再度提出、同年９月１１日に可決、成立し、９月３０日に施行した。現

在、施行に向けた政省令等の整備について労働政策審議会職業安定分科会労働力需給制

度部会において審議中である。 

 

４．地域の中小企業の実情を踏まえた最低賃金の設定 

（１）平成２７年度中央最低賃金審議会の目安審議【審議終了】 

平成２７年度の最低賃金の改定については、７月１日に厚生労働大臣から平成２７年

度の中央最低賃金審議会（以下「中賃」）に諮問され、中賃に設置された「目安に関す

る小委員会」では４回にわたって議論が行われた。 

しかしながら、「目安に関する小委員会」での労使の意見は最後まで一致せず、公益

側から公益見解が出され、７月３０日の中賃へ「中央最低賃金審議会目安に関する小委

員会報告」として提出され、厚生労働大臣へ答申した。 
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本答申を受けて、各地方最低賃金審議会において、地域別最低賃金について調査・審

議が行われ、８月２４日までに全都道府県で答申が取りまとめられた。 

改定額の全国加重平均は７９８円（昨年の全国加重平均は７８０円）となり、１８円

の引上げとなった。 

＜都道府県別ランク区分毎の最低賃金額改定の目安額＞ 

Ａランク 千葉、東京、神奈川、愛知、大阪 １９円 

Ｂランク 茨城、栃木、埼玉、富山、長野、静岡、三重、滋賀、京都、 

兵庫、広島 

１８円 

Ｃランク 北海道、宮城、群馬、新潟、石川、福井、山梨、岐阜、奈良、 

和歌山、岡山、山口、香川、福岡 

１６円 

Ｄランク 青森、岩手、秋田、山形、福島、鳥取、島根、徳島、愛媛、 

高知、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄 

１６円 

 

（２）平成２７年度地域別最低賃金の答申状況【審議終了】 

＜都道府県別地域別最低賃金一覧表＞ 

北海道 ７６４円 滋賀県 ７６４円 

青森県 ６９５円 京都府 ８０７円 

岩手県 ６９５円 奈良県 ７４０円 

宮城県 ７２６円 大阪府 ８５８円 

秋田県 ６９５円 兵庫県 ７９４円 

山形県 ６９６円 和歌山県 ７３１円 

福島県 ６８９円 鳥取県 ６９３円 

茨城県 ７４７円 島根県 ６９６円 

栃木県 ７５１円 岡山県 ７３５円 

群馬県 ７３７円 広島県 ７６９円 

埼玉県 ８２０円 山口県 ７３１円 

千葉県 ８１７円 徳島県 ６９５円 

東京都 ９０７円 香川県 ７１９円 

神奈川県 ９０５円 愛媛県 ６９６円 

新潟県 ７３１円 高知県 ６９３円 

長野県 ７４６円 福岡県 ７４３円 

山梨県 ７３７円 佐賀県 ６９４円 

静岡県 ７８３円 長崎県 ６９４円 

愛知県 ８２０円 熊本県 ６９４円 

岐阜県 ７５４円 大分県 ６９４円 

三重県 ７７１円 宮崎県 ６９３円 

富山県 ７４６円 鹿児島県 ６９４円 

石川県 ７３５円 沖縄県 ６９３円 
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福井県 ７３２円   

 

（３）特定最低賃金の早期廃止について【審議中】 

特定最低賃金は、地域別最低賃金の屋上屋を重ねるものであり、早急に廃止すること

が必要であるが、廃止に向けた法改正等の動きは見られていない。 

引き続き、特定最低賃金廃止に向けて、中賃などの諸会議において、中央会関係委員

を通じて要望するとともに、関係方面に対しても早期廃止の要望を行うこととしてい

る。 

 

今後は、１０月以降に開催を予定している「目安制度の在り方に関する全員協議会」に

おいてランク設定の在り方及び参考資料の在り方について議論を再開し、平成２７年度中

を目途に取りまとめる予定となっている。 

 

５．雇用保険制度の機能強化 

（１）雇用保険法本則どおりの国庫負担【未実現】 

平成２７年度の雇用保険料率は、平成２６年度に引き続き、１３．５／１０００と

された（失業等給付１０／１０００、二事業３．５／１０００）。 

なお、雇用保険制度の国庫負担割合については、労働政策審議会雇用保険部会など

を通じて、本会委員より国庫負担割合を本則どおり原則４分の１に復帰させることを

主張しており、引き続き要望することとしている。 

また、失業等給付関係収支積立金額を鑑み、平成２８年度の保険料率については、

引下げに向けた見直しを要望している。 

（２）雇用保険二事業の事業費管理の徹底と見直し【要望中】 

平成２７年６月に閣議決定された日本再興戦略改訂２０１５においても、失業なき

労働移動の実現、マッチング機能の強化、多様な働き方の実現、若者・高齢者等の活

躍推進等が掲げられており、これらの実現を図るための施策について予算の重点化を

図る必要があるとされた。一方で、昨今の人手不足への対応や超高齢社会において労

働力人口が減少する中での労働生産性の維持を図ることも重要課題であるとされ、平

成２７年度の雇用保険二事業については、①労働者の職業能力の向上、②円滑な労働

移動の実現、③良質な雇用の創出・確保を方向性に重点的に予算配分されている。 

一方、財政状況は改善の方向にあるものの、未だ厳しい状況に変わりはなく、労働

政策審議会雇用保険部会並びに雇用保険二事業懇談会等の会議を通じて、これまでの

ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底強化や事業費全体の絞り込みを図るよう引き

続き要望している。 

 

６．「地域中小企業の人材確保・定着支援事業」の継続実施【実現】 

  中小企業庁の平成２６年度補正予算において、地域の事業者のニーズを把握すること

により、①地域内外の若者、女性（主婦等）、シニア等の多様な人材から、構造的な課

題のひとつである中小企業・小規模事業者の「即戦力人材」を広く発掘し、②多様な人
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材と中小企業・小規模事業者のマッチングから定着までを一貫支援する地域人材コーデ

ィネート機関を設置する「地域中小企業・小規模事業者人材確保等支援事業」を実施す

ることとなった。中小企業庁では、地域人材コーディネート機関となる事業者を募集（公

募期間：平成２７年２月１０日～３月３日）し、同年３月１７日に４８の採択事業者（中

小企業団体中央会（９中央会）、経済団体等の機関を含む。）を決定し、現在、事業を実

施している。 

また、中小企業庁の平成２７年度予算において、都市部のＵＩＪターン人材拠点、自

治体や経済団体等地域の関係機関と連携し、地域の中小企業・小規模事業者の魅力を発

信するとともに、都市部で発掘したＵＩＪターン人材の地域の中小企業・小規模事業者

への定着の支援を行う「地域中小企業・小規模事業者ＵＩＪターン人材確保等支援事業」

を実施することとなり、中小企業庁では、事業者を募集（公募期間：平成２７年２月１

０日～３月３日）し、３月１７日に４７の採択予定者（中小企業団体中央会（８中央会）、

経済団体等の機関を含む。）を決定し、現在、事業を実施している。 

なお、本事業は、平成２７年度予算に係る事業であることから、予算の成立以前にお

いては、採択予定者の決定となり、予算の成立をもって採択者となった。 

 

７．国による職業訓練機能の充実・強化 

（１）国による職業訓練機能の充実・強化【実現】 

適切な職業選択の支援に関する措置、職業能力の開発・向上に関する措置等を総合

的に講ずることにより、青少年の雇用の促進等を図り、能力を有効に発揮できる環境

を整備するため、関係法律についての所要の整備を行うこととされた。 

職業能力の開発・向上及び自立の支援として、国は地方公共団体等と連携し、青少

年に対し、ジョブカード（職務経歴等記録書）の活用や職業訓練等の措置を講ずると

された。また、国はいわゆるニート等の青少年に対し、特性に応じた相談機会の提供、

職業生活における自立支援のための施設（地域若者サポートステーション）の整備等

の必要な措置を講ずるとされた。 

さらに、ジョブカード（職務経歴等記録書）の普及・促進やキャリアコンサルタン

トの登録制の創設等が盛り込まれた勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律案要綱

について、労働政策審議会職業能力開発分科会において平成２７年２月２７日に諮

問・答申された。 

「勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律案（「青少年の雇用の促進等に関する

法律」）」は、平成２７年３月１７日に第１８９回通常国会に提出され同年９月１１

日に可決、成立、１０月１日に施行した。ただし、新卒者の募集を行う企業情報の提

供及び一定の労働関係法令違反の求人者についての求人不受理については平成２８年

３月１日、地域若者サポートステーションの整備等、キャリアコンサルタントの登録

制、対人サービス分野等を対象とした技能検定制度の整備については同年４月１日に

施行される。 

 

（２）技能検定制度の充実【実現】 
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国民各層に広く職業能力開発や技能に対する関心を高めていくことが必要である。

技能五輪、アビリンピック等の技能競技大会やその出場選手を始め、卓越した技能者

表彰の受賞者（現代の名工）や、ものづくりマイスター等として中小企業等の若年技

能者への実技指導を行う優れた技能・経験を備えた熟練技能者、職業訓練指導員等に、

より社会の関心を集め、社会的な評価を高められるよう、周知広報を積極的に行うと

ともに、若年技能者等に将来の目指すべき道筋を示すことが重要であるとされた。 

また、勤労者青少年福祉法等の一部を改正する法律案要綱において、対人サービス

分野等を対象にした技能検定制度の整備として、技能検定の実技試験について、厚生

労働省令で定めるところにより、検定職種ごと実践的な能力評価の実施方法を規定す

るとされている。「勤労青少年福祉法等の一部を改正する法律案（「青少年の雇用の

促進等に関する法律」）」は、平成２７年９月１１日に可決、成立し、対人サービス

分野等を対象にした技能検定制度の整備についての施行期日は平成２８年４月１日で

ある。 

 

８．ワーク・ライフ・バランスの推進 

（１）中小企業のワーク・ライフ・バランスの推進【実現】 

   現在、従業員の仕事と家庭の両立支援に取り組む事業主に対する両立支援助成金制

度については、事業所内保育施設設置・運営等支援助成金、中小企業両立支援助成金

が用意されている。平成２７年４月９日までの経過措置となっていた子育て期短時間

勤務支援助成金に関しては、同年４月１０日以降、子育て期の労働者の短時間勤務制

度利用への助成金による支援については、キャリアアップ助成金（多様な正社員コー

ス）へと組み替えられた。 

   また、平成２６年度に新設された「ポジティブ・アクション能力アップ助成金」は

「ポジティブ・アクション加速化助成金」と名称変更及び制度拡充された。 

（２）改正次世代法の周知徹底並びに「次世代育成支援対策推進センター」への支援策の

強化【要望中】 

   次世代育成支援対策推進法が平成３７年３月３１日まで延長されたことにより、中

小企業に対し適正な制度運用を行うための更なる周知・徹底を図る必要がある。 

   また、「次世代育成支援対策推進センター」を中小企業における子育て支援を推進す

る地域の拠点として積極的に活用するため、同センターの支援強化と中小企業に対す

る更なる支援策（税制・金融・入札・助成金）の充実を図る必要がある。 

（３）中小企業への改正育児・介護休業法の周知徹底【要望中】 

   育児・介護休業法の一部規定が、常時１００人以下の労働者を雇用する中小企業に

ついて、平成２４年７月１日から施行されたことに伴い、更なる周知徹底を図るよう、

引き続き要請している。 

（４）共同保育施設への助成・支援【未実現】 

   事業所内保育施設設置について、事業主団体を構成する事業主の全てが中小企業に

該当する場合は、中小企業の助成率、助成額が適用される予定である。ただし、商店

街等が設置する保育施設についての助成・支援策については、国等への要望を行って
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いるが実現には至っていない。 

 

９．キャリア教育・職業教育の推進【要望中】 

  政府は、閣議決定された「第２期教育振興基本計画（平成２５年度～平成２９年度）」

（平成２５年６月１４日閣議決定）に基づき、「自立・協働・創造モデルとしての生涯

学習社会の構築」を掲げ、この実現に向けた教育の方向性で基本施策を掲げ取り組んで

いる。 

キャリア教育・職業教育のより一層の推進のためには、学校教育の各課程において体

系的な教育が不可欠である。そのため、本会では、キャリア教育・職業教育がより一層

に推進されるよう文部科学省、経済産業省、厚生労働省などの関係省庁が連携の下、教

育機関と中小企業が一体となった取り組みがなされるよう引き続き関係方面に要請し

ていく。 

 

10．外国人技能実習制度の適正な見直し 

（１）外国人技能実習生の実習期間の延長（再技能実習制度の創設）、受入れ対象業種の拡

大、受入れ人数枠の拡大の適正な見直し【実現】 

法務省入国管理局長及び厚生労働省職業能力開発局長が開催する懇談会として「技

能実習制度の見直しに関する法務省・厚生労働省合同有識者懇談会」を設置し、技能

実習制度の管理監督体制の抜本的強化策、実習期間の延長、受入れ枠拡大等の制度の

拡充策等について、広く各界の意見を募り、検討の参考とした。 

同懇談会の第１回を平成２６年１１月１０日に、第２回を同年１１月２５日に、第

３回を同年１２月９日に、第４回を平成２７年１月２２日に開催し、同年１月３０日

に報告書を取りまとめ、公表した。 

外国人の技能実習における技能等の適正な修得等の確保及び技能実習生の保護を図

るため、技能実習を実施する者及び実施を監理する者並びに技能実習計画についての

許可等の制度を設け、これらに関する事務を行う外国人技能実習機構を設けることな

どを主な内容とした「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律案」が平成２７年３月６日閣議決定され、同日、第１８９回通常国会に提出（厚

生労働省と法務省の共同提出）したが成立せず、現在国会閉会中審査が行われている。 

法案の概要は以下のとおりであるが、実習期間の延長については最長３年から５年

になる。 

    【外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律案】 

①技能実習の基本理念及び関係者の責務規定を定め、技能実習に関し基本方針を策定

する。 

②技能実習生ごとに作成する技能実習計画について認定制とし、技能実習を実施する

者及び実施を監理する者（監理団体）は、技能実習計画に従って技能実習を実施ま

たは実習監理しなければならないこととする。 

③実習実施者について届出制とする。 

④監理団体について許可制とし、許可の欠格事由、許可基準、改善命令、許可の取消
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し等を定める。 

⑤技能実習生に対する人権侵害行為等について、禁止規定を設け、違反に対する罰則

を規定する等、技能実習生の保護に関する措置を講ずる。 

⑥外国人技能実習機構を認可法人として新設し、②の実習実施計画の認定、③の実習

実施者の届出、④の監理団体の許可に関する事務等を行わせる。 

  ⑦優良な実習実施者・監理団体に限定して、第３号技能実習生の受入れ（４～５年目

の技能実習の実施）を可能とする。 

⑧技能実習の在留資格を規定する出入国管理及び難民認定法等の関係法律について改

正を行うほか、所要の改正を行う。 

⑨施行期日は、平成２８年３月３１日までの間において政令で定める日（ただし、⑥

については、公布日）。 

受入れ対象業種の拡大については、平成２７年４月１日付けにて、農業関係の耕種

農業職種の果樹作業の追加、食品製造関係の牛豚食肉処理加工業職種（牛豚部分肉製

造作業）、惣菜製造業職種（総菜加工作業）の追加があり、計２業種３作業の追加によ

り、技能実習２号移行対象業種は７１職種１３０作業となっている。 

また、「外国人介護人材受入れの在り方に関する検討会」の第１回を平成２６年１０

月３０日に開催した以降、平成２７年１月２６日までに７回開催し、同年２月４日に

中間まとめを行った。まとめでは、管理運用体制を強化した新たな技能実習制度の施

行とともに介護分野の職種を追加することが適当と結論付けている。 

受入れ人数枠の見直しについては、「技能実習制度の見直しに関する法務省・厚生労

働省合同有識者懇談会」の報告書では、①優良な監理団体及び実習実施機関における

受入れ人数枠の拡大、②実習実施機関の常勤職員数に応じた受入れ人数枠の均整化、

等に関して触れている。 

（２）外国人技能実習生の在留資格の審査に係る提出書類の簡素化並びに本審査の迅速化 

【未実現】 

法務省入国管理局の外国人技能実習生の在留資格の審査に係る在留資格認定証明書

交付申請等の提出書類の大幅な簡素化並びに本審査の更なる迅速化については、現在、

実現していない。 

（３）雇用保険及び厚生年金の特例措置の創設【未実現】 

外国人技能実習生は現在、最大３年間の滞在が許可され、雇用保険及び厚生年金の

加入が義務づけられている。外国人技能実習生は、帰国時には厚生年金の脱退一時金

を受け取ることが可能だが、その額は不十分で直接年金とは結びつかない。 

また、雇用保険の失業等給付の受給が事実上不可能となっている。 

そのため、外国人技能実習生の雇用保険及び厚生年金の加入については特例措置を

設けるよう要望をしてきたところであるが、現在、実現はしていない。 

 

11．中小企業における女性人材の活躍推進に対する諸施策の充実・強化【審議終了】 

 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律案」を平成２６年１０月１７日に

閣議決定し、同日、第１８７回臨時国会に提出されたが、同年１１月２１日、衆議院の
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解散により、審議未了で廃案となった。 

その後、平成２７年２月２０日に同法律案を閣議決定し、同日、第１８９回通常国会

に再提出。同年６月４日に衆議院で可決され、同年８月２８日に参議院にて成立した。 

女性活躍推進法では、従業員３０１人以上の企業に対し、平成２８年４月１日までに、

採用者に占める女性の割合、男女の勤続年数の差、労働時間の状況、管理職に占める女

性の割合などの数値を示して現状を把握し、課題を分析。改善のための数値目標や取り

組み内容を行動計画に明記し、公表しなければならないとされている。 

現在、労働政策審議会雇用均等分科会において省令事項、告示事項等について議論が

行われている。 

同法律成立以降も、引き続き、中小企業における女性人材の活躍推進に対する諸施策

の充実・強化を要望する。 

 


